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1 33

一時保育（一
時預かり）事
業

保育幼
稚園課

�保護者の疾病や育児疲れ、一時
的に家庭で保育できない場合
等、一時保育（一時預かり）事
業が必要な地域での保育所(園)
において保育を実施します。保
護者が利用しやすいよう情報の
提供、環境を整えます。

延利
用者
数

3,245 12,220 人

公立保育所（園）７か所、
私立保育園９か所の計１６
か所で実施しました（延利
用者数は曙保育園における
休日の一時保育利用者数を
除く）。

保護者のニーズに応え、子
育て世帯を支援していま
す。この事業は、年度後半
にニーズが高まる傾向があ
りますが、昨年度に比べ利
用者が減少しています。理
由として、春のニーズが昨
年より少なかったこと、保
育士の退職などのため想定
数の専任保育士を配置でき
なくなる保育所（園）が
あったことが考えられま
す。公立、私立保育所
（園）ともに保育士の確保
が課題となっています。

1,661 12,220

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

2 33

一時保育（幼
稚園預かり保
育）事業 保育幼

稚園課

�保護者のニーズを把握し、預か
り保育の実施を推進します。

延利
用者
数

8,353 4,033 人

幼稚園及び認定こども園に
おいて、在園児の保護者の
申出によって、降園時間後
も引き続き預かり保育を実
施しました。

保護者のニーズに応え、子
育て世帯を支援していま
す。

6,113 3,923

3 33

延長保育事業

保育幼
稚園課

�保護者の多様な就労形態に対応
するため、延長保育事業が必要
な地域での保育所(園)において
通常の保育時間を超えて午後７
時まで保育を実施します。

利用
者数

19 121 人

公立保育所（園）９か所、
私立保育所（園）８か所の
計１７か所で実施しまし
た。
（延利用者数は3,598人）

保護者の多様な就労形態の
ニーズに応え、子育て世帯
を支援しています。目標値
との乖離が大きく、次回計
画策定時に目標値の設定方
法等を検討する必要があり
ます。

19 118

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

4 34

休日保育事業

保育幼
稚園課

�休日保育事業が必要な地域での
保育所(園)において日曜日、祝
祭日の保育を実施します。
制度の周知を広げるため、情報
提供の工夫を行います。

延利
用者
数

739 400 人

曙保育園で日曜、祝祭日に
おける保育を実施しまし
た。曙保育園への入所の有
無に関係なく利用できます
（延利用者数は休日の一時
保育利用者数を含む）。

保護者のニーズに応え、子
育て世帯を支援していま
す。

686 400

29
実績
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5 34

日本語を自然
に 学 べ る 教
育・保育の充
実 保育幼

稚園課

�外国人の子どもに対し、日本語
に馴染みやすい教育・保育環境
を整えます。

箇所
数

31 30
所

(園)

身近に親しむ保育環境を整
えるとともに、毎週１回、
保護者と一緒に或いは保育
士と一緒に絵本を選ぶ貸出
を実施しました。

絵本の貸出しを行うこと
で、絵本にふれる機会が増
えています。また、絵本の
翻訳版を作成し日本語に馴
染みやすい環境を整えるこ
とができました。

30 30

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。

6 34

日本語を自然
に 学 べ る 教
育・保育の充
実

学校教
育課

�外国人の子どもに対し、日本語
に馴染みやすい教育・保育環境
を整えるために絵本の貸出しを
実施します。

一人
当た
りの
貸出
し冊
数

10 10 冊

保護者と一緒に絵本を選ぶ
時と友達と一緒に選ぶ時と
月によって違いますが、毎
月１回3冊を上限として絵
本の貸出を実施しました。

毎月、絵本の貸出しを行う
ことで絵本にふれる機会が
増えました。子ども自身も
絵本に親しみを持ち、自ら
選ぼうという意欲が高まり
ました。

10 12

7 34

外国人の保護
者に対する相
談体制の充実 保育幼

稚園課

�外国人の保護者に対し、おたよ
りの翻訳や相談時の通訳するた
めに通訳を配置します。 人数 1 1 人

外国人の保護者にわかりや
すいよう、毎月のおたより
の翻訳や相談時の通訳を実
施しました。

翻訳を見せながら又は通訳
を介して会話ができるの
で、安心して伝えることが
できます。

1 1

8 34

外国人の保護
者に対する相
談体制の充実 保育幼

稚園課

�幼稚園に在籍する外国籍園児の
保護者の相談のために、通訳を
配置します。 人数 1 1 人

前任の退職後、12月現在
まで、幼稚園に通訳を配置
できていません。募集を継
続し、配置に努めていま
す。

通訳の人材確保が課題と
なっています。

0 1

9 34

保育所(園)の
統合・民営化
による再編整
備の推進

保育幼
稚園課

�小学校区や保育所(園)の規模を
考慮し、中規模園（110人以
上）を基本とした統合・民営化
による再編整備を進めます。

公立
保育

所(園)
数

16 16
所

(園)

保育所（園）の統廃合、認
定こども園、民営化など、
今後の保育所（園）運営の
あり方について、市民から
の意見を集約し提言を行う
ことを目的とした専門部会
を設置します。

子ども・子育て会議に、保
育所（園）あり方検討部会
を設置することに伴い、条
例改正を行いました。
　健全な集団保育を保障す
るため、再編整備の協議・
検討を行います。
また、健全な集団保育を保
障するため、再編整備の協
議・検討を継続していきま
す。

16 16

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。

10 34

保育所(園)施
設の保育環境
整備の推進

保育幼
稚園課

�施設の老朽化等に対応するた
め、施設・設備の補修や改修を
行い、安心・安全な保育環境の
維持管理を行います。

箇所
数

31 30
所

(園)

施設の老朽化等に対応する
ため、施設・設備の補修や
改修を行いました。公立保
育所（園）16所（園）
修繕工事
135件　6,084,501円
改修工事　11件
13,998,960円

空調関係、屋外遊具の更新
が増加しています。和式便
器の洋式化は計画的に進め
ていきます。

30 30

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。
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11 34

保育所(園)再
編整備に関す
る協議の実施

保育幼
稚園課

�保育所(園)の再編にあたり、保護者
や地域住民に対し、施設整備や統合
内容、社会福祉法人が運営する民間
運営制度を説明するなど協議を行う
機会を十分設けます。

公立佐那具保育所と私立府中保育
園の再編整備に関して地域、保護者
への説明会を実施します。

指標
化で
きな
い

― ― ―

佐那具保育所と府中保育園
の再編整備（統合）につい
て、保護者への説明を行い
ました。
（平成２９年度　事業完
了）

― ―

平成29年
度事業完
了

12 34

保育所(園)に
おける低年齢
児保育の推進

保育幼
稚園課

�保育所(園)入所児童の低年齢化
に応えるよう保育環境を整えま
す。

箇所
数

31 30
所

(園)

一人ひとりの児童の発達や
障がいに応じた保育ができ
るよう、必要な保育士を配
置し保育を実施しました。
また、専門性を高めるため
の研修や専門職との事例検
討会に積極的に参加しまし
た。

専門性の高い研修を通して
支援の必要な子どもに対す
るかかわり方などを学び保
育の質の向上に役立てるこ
とができました。

30 30

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。

13 34

保育所(園)に
おける障がい
児保育の充実

保育幼
稚園課

�児童の発達や障がいに応じた保
育や療育を行うため専門性を高
め、障がい児保育の充実を図り
ます。 箇所

数
31 30

所
(園)

一人ひとりの児童の発達や
障がいに応じた保育ができ
るよう、必要な保育士を配
置し保育を実施しました。
また、専門性を高めるため
の研修や専門職との事例検
討会に積極的に参加しまし
た。

専門性の高い研修を通して
支援の必要な子どもに対す
るかかわり方などを学び保
育の質の向上に役立てるこ
とができました。

30 30

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。

14 34

地域や家庭と
の連携による
解放保育・人
権保育の充実 保育幼

稚園課

�人権保育の一環として、一人ひ
とりを認め仲間を大切にし差別
に立ち向かう心を育てる保育を
行うための研修等を行い、保育
士の意識向上を図ります。ま
た、家庭、地域と連携し、人権
を大切にする保育の充実を図り
ます。

参加
者数

676 700 人

伊賀市解放保育研究会で
講演会を１回、推進保育士
の交流会を3回、職員同士
が解放保育について語り合
う語ろう会を3回行い、保
育士の意識の向上を図りま
した。

解放保育基本方針を全職員
が認識し保育を行うととも
に、「部落差別解消法」に
関する学習会を各職場でお
こないました。地域・保護
者の参加者に対する啓発が
課題です。

605 700

15 34

保育士・幼稚
園教員の研修
機会の充実

保育幼
稚園課

�保育の資質向上のため各種研修
会に参加し、保育の充実に努め
ます。

参加
者数

968 1,300 人

各種研修会に積極的に参加
し、保育の質の向上を図り
ました。また、国庫補助金
を活用し、外部講師による
所（園）長研修（全3
回）、主任研修（全2回）
を実施し、現場のリーダー
としての資質向上を図りま
した。

研修を通して保育の質の向
上に役立てることができま
した。今後学んだ事を保育
にどうつなげていくのか課
題があります。 1,022 1,350

16 34

保育士・幼稚
園教員の研修
機会の充実

学校教
育課

�幼稚園教育の質の向上をめざ
し、子育て支援に関する研修会
に参加します。

参加
者数

40 38 人

研究会や研修会に参加した
り、子育て支援をしている
機関と連携をとって話を聞
いたりしました。

教員の子育て支援への意識
を高め、役立てることがで
きました。 40 50
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保育幼
稚園課

学校教
育課

18 35

保育所(園)・
幼稚園と小学
校との連携体
制の充実 保育幼

稚園課

�就学前保育から小学校教育へと
スムーズな移行ができるよう、
保育要録などにより就学児童一
人ひとりの状況を小学校と相談
するなど連携を行います。ま
た、保育所(園)、幼稚園の園児
と小学校児童の交流に努めま
す。

箇所
数

31 30
所

(園)

就学児童一人ひとりの状況
を定期的に小学校と相談す
るなど連携を行いました。
また、小学校児童との交流
をしました。

就学前の子どもたちの課題
を共有し、小学校との連携
を密にすることができまし
た。個々の連携については
課題がありました。 30 30

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。

19 35

保育所(園)・
幼稚園と小学
校との連携体
制の充実 学校教

育課

�就学前保育から小学校教育へと
スムーズな移行ができるよう、
幼稚園幼児指導要録などにより
就学児童一人ひとりの状況を小
学校と相談するなど連携を行い
ます。また、幼稚園の園児と小
学校児童の交流に努めます。

交流
回数

1 1 回

・小学校と一人一人の状況
を相談したり、園児の様子
を見学いただいたりしまし
た。
・小学校を訪れ1年生の授
業を見学したり、一緒に活
動したりして交流しまし
た。

・子どもの状況について互
いに知り合う機会になりま
した。
・幼稚園児が小学校で学校
生活の体験ができたこと
で、就学に向けて期待感・
安心感が生まれました。

2 2

20 35

保育所(園)・
幼稚園と小学
校との連携に
よる研修会の
開催

保育幼
稚園課

�連携の充実を図るため、小学校
の運動会などに参加し交流を行
います。また、小学校と連携し
て、各種研修会に参加します。 箇所

数
31 30

所
(園)

卒園した子どもの様子を授
業参観や運動会などを通し
て見学したり、保小連絡会
などを通して各種研修会に
参加しました。

互いの子どもの状況や課題
について情報共有する機会
になりました。

30 30

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。

21 35

保育所(園)・
幼稚園と小学
校との連携に
よる研修会の
開催

学校教
育課

小学校と連携して、各種研修会
に参加します。

当該
校あ
たり
の回
数

1 1 回

保幼小同和教育学習会や公
開授業に積極的に参加しま
した。

互いの子どもの状況や取組
について知り合う機会にな
りました。 1 1
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�幼保連携のための研修会を開催
し、連携の強化に努めます。

6 回

研修会を開催し、各園の子
どもの状況や、日々の取組
や保育内容について話し合
いました。

就学前の子どもたちの課題
を共有しながら実践するこ
とができました。

666回数17

1
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22 36

放課後児童健
全 育 成 事 業
（放課後児童
クラブ）

こども
未来課

�共働き家庭が増えるなか、昼間
保護者がいない児童の健全育成
を図るため、適切な遊びや生活
の場を与え、希望する子どもが
利用できるよう、待機児童の解
消策や未設置地区についての設
置検討を行います。
新たな設置を進めていくため、
学校施設等の活用を検討しま
す。

利用
者数

低学年
637

高学年
  76

低学年
675

高学年
75

人

未設置校区（長田小）の保
護者からの要望に応えるた
め、学校統合までの間の受
入れ先について検討し、次
年度から近隣児童クラブへ
の受入れができるよう送迎
等の準備を整えました。

利用希望者は年々増加（特
に夏休み）し、未設置校区
への設置に向けた協議、大
規模小学校区の高学年の受
入拡大等、利用ニーズに応
じた対応を検討していく必
要があります。

低学年
645

高学年
93

低学年
710

高学年
80

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

23 36

学習支援教室
「ささゆり」

市民生
活課

関係団体やボランティアと協働
し、外国にルーツを持つ児童生
徒に、日本語による教科学習支
援を行います。

指標
化で
きな
い

1,070 ― 人

伊賀市国際交流協会に委託
し、毎週土曜日に実施しま
した。

外国につながりを持つ子ど
もは、日本語能力が充分で
ない場合が多く、進学や就
職に対応する学力と日本語
を身につけるためにも日本
語による学習支援は必要で
す。

585 ―

24 36

児童館事業

しろな
み児童
館

�放課後の児童が安心して過ごす
ための居場所づくりとして、遊
びや学習を通じて児童の健全育
成を図ります。

延利
用者
数

7,056 7,500 人

放課後児童の見守り、児童
間の問題解決や体験事業を
行い、健全育成推進を図り
ました。

保護者・児童ともに安心し
て過ごせる場所としてニー
ズは高いです。 6,207 8,500

25 36

児童館事業

まえが
わ児童
館

放課後の児童が安心して過ごす
ための居場所づくりとして、遊
びや学習を通じて児童の健全育
成を図ります。

延利
用者
数

4,195 4,000 人

夏休みの開館で学力向上を
図る共に、体験・チャレン
ジ教室等を開催しました。

児童の活動の拠点、子ども
会を通じた人権の仲間づく
り、感性を磨くための各種
教室等を開設し、人権の
リーダー育成を図りまし
た。

3,357 4,000

26 36

児童館事業
(体験スクー
ル）

まえが
わ児童
館

小学生を対象に、子どもたちが
自分の将来の可能性を拓き、将
来、社会の中で自立していける
ことを目指して実施します。 延参

加者
数

1,045 1,000 人

毎週水曜日17：00から
18：00まで（事業内容か
ら移動）、野外活動研修や
アクセサリー作り等を行い
ました。

体験したいことをみんなで
話し合い実践することによ
り自立心を養いました。今
後の課題としては参加者数
を増やせるよう実施内容の
見直しと小学校との連携を
深めてより多くの児童に参
加をよびかけます。

586 1,000

27 36

児 童 館 事 業
(チャレンジ
教室）

まえが
わ児童
館

小学生を対象に児童館を拠点と
して、身体を動かし手先を使
い、工作や調理の実習などを行
い、仲間とともに活動すること
の大切さを学ぶため実施しま
す。

延参
加者
数

285 400 人

毎週土曜日14：00から
15：30まで（事業内容か
ら移動）、工作教室等を行
いました。

人権リーダー育成事業とし
て、小学生（地区内外）を
対象に、創作や料理づくり
などあらゆる物事にチャレ
ンジ精神を養いました。参
加者数が昨年の実績とほぼ
横ばいなので、より参加者
数が増えるような実施内容
を検討します。

203 400
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28 36

児 童 館 事 業
（土曜開館）

まえが
わ児童
館

小学生を対象に、基礎学力の定
着を図り学力の向上を目指して
つげっ子塾、また心身を鍛え仲
間の輪の構築をめざしてスポー
ツ教室を実施します。

延参
加者
数

151 300 人

つげっ子塾を9時から10時ま
で、またスポーツ教室を10時
から11時30分まで（事業内
容から移行）、家庭学習の定
着のため学習を行うと共に、
仲間づくりのためのスポーツ
を行いました。

土曜開館により仲間の輪が
拡大できるため事業の継続
が必要です。

230 300

29 36

児 童 館 事 業
（音楽教室）

まえが
わ児童
館

中学生を対象に、楽器演奏を通
して反差別の仲間作りを目指し
て実施します。 延参

加者
数

243 300 人

毎週水曜日18時から19時ま
で実施しています。（事業内
容から移行）まえがわ夏まつ
り（８月4日）で演奏を行いま
した。また、解放文化際（２
月１１日）で演奏を行いまし
た。

音楽教室を通して、仲間づ
くりや人権について話し合
いを行うことのより、反差
別の協働の取り組みができ
ることから継続します。

181 300

30 36

児童館事業

老川児
童館

�放課後の児童が安心して過ごす
ための居場所づくりとして、遊
びや学習を通じて児童の健全育
成を図ります。

延利
用者
数

664 700 人

老川児童館の開館時間に合
わせて開放していきまし
た。

遊具の点検は毎年行ってい
ますが、不備が出た際の修
繕や新設の費用捻出が困難
になっています。

459 750

31 36

児 童 館 事 業
（交流事業）

老川児
童館

小学校や中学校から年１回訪問
してもらい、人権学習の支援や
体験、交流の場とします。 延利

用者
数

115 130 人

小学校３年生や中学校1年
生が来館し、青山文化セン
ター(老川児童館)の趣旨と
概要の学習と、交流を行い
ました。

学習の中で、青山地域にお
ける人権の取り組みを学ぶ
とともに交流を深める事が
できます。
児童の現状など、学校との
情報交換を十分に行ってい
く必要があります。

146 150

32 36

児 童 館 事 業
（講座・教室
の開催）

老川児
童館

青山小学校の児童を対象に多様
な体験学習会を行ないます。 延参

加者
数

257 220 人

学校教育では、体験できな
い学習会や体験活動を通じ
て、心身ともに健全な児童
の育成を図りました。

児童館事業参加児童が減少
しているため、児童館活動
に支障ができてくることが
予想されます。

139 300

33 36

放課後子ども
教室

生涯学
習課

�小学生を対象として、安心・安
全な子どもの活動拠点（居場
所）を設け、地域の方々の参画
を得て、子どもたちとともに勉
強やスポーツ・文化芸術活動、
地域住民との交流活動等の取り
組みを推進します。

箇所
数

4
（3,761）

3
（1,709）

箇所
（児
童延
参加
人

数）

3つの小学校区（柘植小、
西柘植小、成和東小）にお
いて放課後子ども教室を開
催しています。

放課後の子どもの居場所と
して、各教室において地域
住民との交流やさまざまな
体験活動を通じて児童の健
全育成に努めています。
見守り支援を行う地域ス
タッフの高齢化や人材不足
など、安定した運営体制の
継続が課題となっていま
す。年々国県補助金が減額
となってきています。

3
５

(3,000）

地域ス
タッフの
高齢化や
人材確保
の継続が
できない
ことによ
り減少傾
向にあり
ます。
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34 37

地域子育て支
援 拠 点 事 業
（子育て支援
センター）

こども
未来課

�乳幼児及びその保護者が相互の
交流を行う場所を開設し、子育
てについての相談、情報の提
供、助言などの援助を行いま
す。
子育て包括支援センター１箇所
子育て支援センター　７箇所

月当
たり
延べ
利用
回数

3,057 4,157 回

子育て支援センターで情報
誌等を発行し、情報提供を
行いました。地域子育て支
援センター等の子育て家庭
が集まる場を利用し子育て
経験者が子育て世代に対し
て家庭教育に関する指導、
助言を行ったり、相談に
乗ったりする機会の提供に
努めました。内容によって
は、健康推進課や家庭児童
相談員へつなげました.。

子育て支援センターで情報
誌を発行し、情報提供を行
いました。子育て支援事業
の中で、専門的な知識を
持った講師から家庭保育な
どに関して助言し、相談の
内容によっては、専門機関
へ繋ぎました。

2,728 4,073

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

35 37

子育て包括支
援センター事
業

こども
未来課

�子育て支援に関する中核施設と
して次の事業を行います。
①市内の子育て支援施設のネッ
トワーク化を図るための会議を
行います。②子育てサークルの
指導・育成、連携に努めます。
③子育て支援講演会等の各事業
を実施します。

回数
① ２
② １
③ ３

① ３
② １
③ １

回

①市内子育て支援センター
との情報共有を行いまし
た。②地域で子育て家庭を
見守っていただける子育ち
マイスターの養成講座を三
重県と共催で開催しまし
た。③男性の子育て支援へ
の参画を推進するファミ
リースマイルアップ講座を
開催しました。

市内の各支援センター、子
育てサークルとの連携や地
域での子育てサポーターの
養成講座などを子育て支援
の中核施設として実施でき
た。③市内高等学校と連携
して講演会を開催したり、
一般公募したりと男性の子
育て支援参画を推進でき
た。

① 4
② 0
③ 1

① ４
② ４
③ ２

36 37

病児・病後児
保育（くまさ
んルーム）事
業 こども

未来課

�病気の回復期にある幼児、児童
を保護者に代わって一時的に預
かり、保護者の子育てと就労の
両立を支援するとともに、児童
の健全な育成を図ります。
専門職のスタッフの確保に努め
ます。

延利
用者
数

236 730 人

市内の小児科医や保育所
（園）等へチラシ等を配付
し、周知に努めました。

受入れ体制を整えるため、
専門職のスタッフ確保に努
めました。
なお、利用状況に照らし、
目標値の見直しが必要で
す。

118 730

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

37 37

子育て短期支
援（ショート
ステイ）事業

こども
未来課

�家庭で子どもを養育することが
一時的に困難となった場合、児
童養護施設等において一定期間
子どもを養育または保護し、子
ども及びその家庭の福祉向上を
図ります。

指標
化で
きな
い

3 ― 日

家庭で子どもを養育するこ
とが一時的に困難となった
場合、児童養護施設におい
て一定期間、子どもを養育
又は保護し、子ども及びそ
の家庭の福祉向上を図りま
した。

家庭のニーズにあわせて預
かり期間、場所等の調整を
実施し、その家庭が抱える
課題へ適切に対応しまし
た。 17 14

該当が
あった場
合にはす
べて対応
していま
す。

38 37

子育て相談広
場「にんにん
パーク」事業

こども
未来課

平日、就労している保護者等を
対象に、自然の中で親子のふれ
あいを楽しめる上野南公園を活
用し、休日に子育て相談やから
だそだて事業の取り組みの紹介
や実践指導を行います。

延利
用者
数

539 500 人

毎月第２、第４日曜日に自
然の中でからだを動かしな
がら、季節のイベントを楽
しみつつ、親子がふれあう
ことができる「にんにん
パーク」を開設しました。

休日に親子がふれあいを楽
しむことができる場として
実施することができまし
た。
今後はさらに事業の周知を
していくことが必要です。

407 500
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39 37

乳児家庭全戸
訪問事業(こ
ん に ち は 赤
ちゃん訪問事
業) 健康推

進課

�生後４か月までの乳児のいる家
庭を対象に、こんにちは赤ちゃ
ん訪問を実施します。保健師や
助産師等が全戸訪問を行い、乳
児の身体計測及び育児に関する
相談を受けます。育児環境等の
確認も行います。

件数 595 600 件

生後４か月児までの乳児の
家庭を対象に、全戸を対象
に訪問しました。地区担当
の保健師や助産師が訪問し
身体計測や育児に関する相
談を受けます。育児の環境
などの確認も行ないまし
た。（訪問率98％）

訪問できない家庭の８割が
外国人の家庭であり、通訳
に連絡をしてもらっている
が難しい状況です。

431 580

出生に対
する訪問
率98％

40 37

養育支援訪問
事業

健康推
進課

�こんにちは赤ちゃん訪問で継続
支援が必要と思われる家庭をは
じめ、虐待の疑われる家庭やハ
イリスク家庭への保健師等によ
る家庭訪問を実施します。ま
た、各機関と連携をより深め、
情報の共有を徹底していきま
す。

延訪
問件
数

183 110 件

継続支援が必要なケースに
対し、訪問を実施します。
必要に応じ各機関と連携
し、情報共有を徹底しまし
た。

背景が複雑なケースが増え
ており、他機関との連携が
必要です。

108 100

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

41 38

ファミリー・
サポート・セ
ンター事業

こども
未来課

�育児の援助を受けたい人（依頼
会員）と子育て支援ができる人
（提供会員）を結びつけること
で、保護者の育児と仕事の両立
や地域での子育てを支援しま
す。
�事業の周知及び理解を広めるた
めの啓発活動を行い、提供会員
の確保に努めます。

会員
数

405 410 人

依頼会員と提供会員を結び
つけ保護者の育児と仕事の
両立や地域での子育てを支
援するための会員数の増を
目指しました。

通信発行の発行や、提供会
員養成講座の実施など、会
員数が増えました。

408 420

42 38

保育所(園)に
おける子育て
支援事業の充
実 保育幼

稚園課

�保育所(園)での子育て支援（未
就園児と一緒に遊ぶ、保健指
導、育児相談）や園庭開放を計
画に基づいて実施します。 箇所

数
31 30

所
(園)

未就園児と一緒に遊ぶ「遊
びの広場」を計画的に開催
したり、園庭開放を実施し
ました。

地域における未就園児の減
少と人数の把握、保護者へ
の呼びかけも課題となって
います。 30 30

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。

43 38

利用者支援事
業

健康推
進課

�子どもの保護者や妊娠している
人が、教育・保育施設や地域の
子育て支援事業等を円滑に利用
できるよう、情報提供や相談・
助言を行うとともに、関係機関
との連絡調整を行う利用者支援
事業を実施します。

箇所
数

1 1
箇
所

妊娠中からの切れ目のない
支援システム整備を行い、
ケースの支援計画作成と関
係機関との調整を行いまし
た。

子育てへの切れ目のない支
援が必要であるため、継続
して取り組みます。

1 1
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ビ
ス
の
充
実

1
-
３
地
域
に
お
け
る
多
様
な
子
育
て
支
援
の
充
実

1
.

地
域
に
お
け
る
子
育
て
支
援
の
充
実
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44 39

児童手当支給
事業 こども

未来課

�子育て家庭の経済的な負担軽減
を図るため、児童手当等を支給
します。

受給
者数

6,107 6,100 人

子育て家庭の経済的な負担
軽減を図るため、児童手当
及び特例給付を支給しまし
た。

家庭における生活の安定と
児童の健全育成につながり
ます。 5,941 6,000

45 39

子ども医療費
助成制度

保険年
金課

�中学校修了までの子どもを対象
に医療費を助成します。未就学
児については、医療費の窓口無
料化を実施しています。

登録
者数

9,992 10,000 人

左記受給者に医療費を助成
しました。また、年度更新
にあたり、制度の案内を広
報伊賀市及びHP上で周知
しました。

医療費の助成により、受給
者の福祉増進と子育て世帯
の経済的な負担軽減が図ら
れました。

9,739 10,100

46 39

児童扶養手当
支給事業

こども
未来課

�ひとり親家庭の生活の安定と自
立を経済的な面から支援し、児
童の福祉の増進を図ることを目
的に、児童扶養手当を支給しま
す。

受給
者数

594 600 人

ひとり親家庭等が安定した
生活を送れるよう、経済的
な面から支援を行いまし
た。

ひとり親家庭の生活の安定
と自立を助け、児童福祉の
増進が図れます。

584 650

47 39

乳幼児インフ
ルエンザ費用
の助成 健康推

進課

�乳幼児インフルエンザワクチン
予防接種費用の一部を助成しま
す。

助成
者数

4,856 5,000 人

乳幼児インフルエンザワク
チン予防接種費用の一部を
助成します。（１０月１５
日～１月３１日接種分）広
報・ＨＰ等で周知しまし
た。

感染症予防対策として、継
続して取り組みます。

3,034 5,000

48 39

特別児童扶養
手当の支給

こども
未来課

�身体や精神に障がいのある20
歳未満の児童の福祉増進を図る
ため、特別児童扶養手当を支給
します。

受給
者数

168 170 件

身体や精神に障がいのある
20才未満の対象者につい
て、児童の福祉増進を図る
ため経済的な面から支援す
るための申請受付等をしま
した。

児童の福祉増進につながり
ました。

171 165

49 39

障害児福祉手
当の支給

障がい
福祉課

�重度の障がいがあり、日常的に
特別な介護を必要とする20歳
未満の児童に対して障害児福祉
手当（国制度）及び重度障害児
福祉手当（市制度）を支給しま
す。

支給
者数

116 125 人

障害児福祉手当（国制度）
は８月１日号、重度障害児
福祉手当（市制度）は９月
１日号の広報いが市で制度
についての周知をしまし
た。

障害児の生活の向上及び介
護者の経済的負担の軽減を
図りました。

107
31年までの

累計
〔625〕

50 39

障がい者医療
費助成制度

保険年
金課

�身体障害者手帳１～３級、療育
手帳、精神障害者保健福祉手帳
１級または２級を持っている方
（通院のみ）に医療費を助成し
ます。

登録
者数

1,575 1,600 人

左記受給者に医療費を助成
しました。また、年度更新
にあたり、制度の案内を広
報伊賀市及びHP上で周知
しました。

医療費の助成により、受給
者の福祉増進と経済的な負
担軽減が図られました。

1,581 1,600

1
.

地
域
に
お
け
る
子
育
て
支
援
の
充
実

1
-
4
子
育
て
支
援
家
庭
へ
の
経
済
的
負
担
の
軽
減

①
手
当
・
医
療
費
の
助
成
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51 39

一人親家庭等
医療費助成制
度

保険年
金課

�18歳に達する日以降の最初の
３月31日までの間にあるひと
り親家庭の児童及びその児童を
扶養している父または母、また
は父母に代わってその児童を養
育している方に医療費を助成し
ます。未就学児については、医
療費の窓口無料化を実施してい
ます。

登録
者数

1,528 1,500 人

左記受給者に医療費を助成
しました。また、年度更新
にあたり、制度の案内を広
報伊賀市及びHP上で周知
しました。

医療費の助成により、受給
者の福祉増進と経済的な負
担軽減が図られました。

1,450 1,500

52 39

ファミリー・
サポート・セ
ンター利用料
助成事業

こども
未来課

ファミリー・サポート・セン
ター事業を利用するひとり親家
庭・生活保護世帯に対し、利用
料の助成を行います。

延利
用者
数

7 6 人

ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰを利用
するひとり親家庭・生活保
護世帯に対し、利用料の助
成を行い、仕事と家庭の両
立が出来るよう支援しまし
た。

助成制度を開始したこと
で、支援を必要としている
ひとり親家庭の利用につな
げることができました。 12 10

700円
/H×1/2

1
.

地
域
に
お
け
る
子
育
て
支
援
の
充
実

1
-
4
子
育
て
支
援
家
庭
へ
の
経
済
的
負
担
の
軽
減

①
手
当
・
医
療
費
の
助
成
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2.安心して子どもを生み育てられる子育て支援の体制づくり

53 41

福祉医療費助
成 制 度 《 再
掲》 保険年

金課

医療費の一部を助成し、健康の
保持と福祉の向上を図ります。
①子ども医療費助成制度
②一人親家庭等医療費助成制度
③障がい者医療費助成制度

登録
者数

①9,992
②1,528
③1,575

①10,000
②1,500
③1,600

人

《再掲》
45番、50番、51番

《再掲》
45番、50番、51番

①9,739
②1,581
③1,450

①10,100
②1,500
③1,600

健康推
進課

①母子健康手帳の交付

①交付
数

595 590 件

母子健康手帳の交付と共に
県下統一のアンケートを記
入し、リスクアセスメント
を行いました。

リスクアセスメントを実施
することで、妊娠中から支
援が必要なケースが明確化
できました。

439 600

健康推
進課

②妊婦健康診査（医療機関委
託） ②受診

者数
6,492 7,000 人

１４回分の健診費用助成を
しました。

安心安全な出産のため、継
続して取り組みます。

4,715 8,400

健康推
進課

③乳幼児健診（４か月・10か
月・１歳６か月・３歳） ③１歳

６か月
児健診
受診率

99 99 ％

乳児健診は医療機関委託で
幼児健診は集団で健診を実
施しました。

未受診者には電話連絡など
行なっているが8割が外国
人であり連絡が困難です。 96 97

健康推
進課

④育児相談（随時対応）、２歳
児相談 ④２歳

児相談
来所率

76 78 ％

２歳児相談は１歳６か月児
で経過観察になった児と未
受診者を対象に通知しまし
た。

2歳児相談の対象児が増加
傾向です。

71 70

健康推
進課

⑤電話相談（随時対応）

⑤電話
相談数

120 130 件

妊婦から思春期まで幅広く
電話相談に対応しました。

妊娠からの切れ目のない支
援として継続して取り組み
ます。 52 100

健康推
進課

⑥こんにちは赤ちゃん訪問事業

⑥訪問
率

100 100 ％

全出生児を対象に家庭訪問
をしました。

保健師、助産師が訪問する
ことで、それぞれのニーズ
に応じた支援をしていま
す。

99 95

健康推
進課

⑦家庭訪問指導事業

⑦訪問
件数

183 180 件

訪問希望や必要に応じ訪問
を行いました。

継続的に関わりが必要な
ケースが増加しています。

108 180

健康推
進課

⑧産後ケア事業

⑧利用
数

5 6 件

産婦人科と連絡調整の上、
入院型を実施し、1泊2日
入院し児の授乳や育児につ
いて指導を行いました。

妊娠出産子育て期のサービ
スを充実する上では必要な
事業であるため、今後更
に、産科医療機関等との連
携や周知啓発を行い事業の
推進を図っていきます。

2 5

母子保健事業

①
母
子
保
健
制
度
の
充
実

2
-
1
母
性
並
び
に
乳
児
及
び
幼
児
の
健
康
の
保
持
及
び
増
進

54 41

2
.

安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み
育
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ら
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る
子
育
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援
の
体
制
づ
く
り
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健康推
進課

⑨その他の健康教室
⑨離乳
食教室
参加数

147 160 人

離乳食教室他、母子を対象
とした教室を実施しまし
た。

切れ目のない支援の一環と
して、継続して取り組みま
す。 125 180

55 41
こども
未来課

5歳児発達相談事業を実施しま
す。
年中児を対象として保護者にア
ンケートを記入してもらい、保
育所等での集団場面の観察を行
うことで、社会性などの発達課
題を発見したり、保護者からの
相談に応じる機会とします。

箇所
数

33 33
箇
所

年中児を対象として保護者
にアンケートを記入しても
らい、保育所等での集団場
面の観察を行い、社会性な
どの発達課題を発見した
り、保護者からの相談に応
じました。

子どもの発達特性に応じ、
就学に向けて適切な支援が
できるように支援しまし
た。また保護者の育児支援
も行います。 33 34

56 41

ウェルカムベ
ビー教室（両
親学級）

健康推
進課

�妊婦とその夫や家族を対象に、
妊娠・出産に関する講話や妊婦
体験、沐浴、心音聴取などの体
験と情報交換の場、仲間づくり
を目的として、土・日曜日に教
室を開催します。妊娠中の生
活、出産や育児について理解を
深め、夫や家族の協力を得るこ
とで家族が育児に積極的にかか
われるよう支援を行います。

参加
者数

128 120 人

妊婦とその家族に対し、赤
ちゃんのいる生活の話と妊
婦体験、沐浴実習と予定日
の近いグループで懇談を行
いました。

妊婦とその家族を対象とす
るため、夫や家族との参加
が増えています。実習を主
体にするため定員を設けて
おり、希望者が全て参加で
きない回もありました。 79 120

保険年
金課

健康推
進課

58 41

不妊に関する
相談体制の整
備 健康推

進課

�三重県特定不妊治療費補助金と
して、県と市による助成事業を
行います。一般不妊治療に対し
ても市で助成事業を実施しま
す。

特定不
妊治療
新規申
請者数

31 40 件

特定不妊治療費に加え、一
般不妊治療費の助成を実施
しました。

毎年、新規申請者が20件
以上あり、不妊治療は高額
になるため、助成を継続し
ます。

25 40

59 41

要指導妊産婦
に対するフォ
ローの充実 健康推

進課

�特定妊婦や妊婦健診結果で要指
導となった妊産婦を対象に、訪
問指導などを行います。

実訪
問件
数

13 20 件

出産後の支援につながるよ
う、妊娠中から連絡を取り
訪問しました。

妊婦アンケートのリスクア
セスメントをして、関わり
を始めたことから件数は増
加傾向です。

9 10

57

母子保健事業

①
母
子
保
健
制
度
の
充
実

2
-
1
母
性
並
び
に
乳
児
及
び
幼
児
の
健
康
の
保
持
及
び
増
進

―－ 人

未熟性があり入院治療が必
要な児に対して、医師の診
断書を基に医療の給付を行
いました。

14

�種々の未熟性があり、入院治療
を必要とする未熟児に対して、
医療の給付を行います。 指標

化で
きな
い

21

医療費給付を委任払いによ
り実施し、母子の負担を軽
減しています。

54 41

2
.

安
心
し
て
子
ど
も
を
生
み
育
て
ら
れ
る
子
育
て
支
援
の
体
制
づ
く
り

41

未熟児養育医
療事業
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60 42

周産期におけ
る各機関との
連携の強化

健康推
進課

�特定妊婦については周産期医療
機関や各機関と早期より連携を
行い、妊娠・出産・子育ての支
援を行うように努めます。

退院
連絡
票の
件数

37 40 件

必要な家庭には、早期に関
わるよう妊娠中から医療機
関に連絡するなど、情報収
集と共有及び支援に努めま
した。

未熟児等は文書で連絡票が
送付されますが、市内医療
機関からは退院連絡票とい
う形式ではなく、電話で連
絡が入ることも増えていま
す。

51 30

61 42

要指導児に対
するフォロー
の充実 健康推

進課

乳幼児健診等において要経過観
察となった児の健診結果につい
て、小児科医と共有するための
会議を開催し、乳幼児の健全な
発育のための検討を行います。

会議
回数

3 3 回

定期的に小児科医等との会
議を開催し、情報共有に努
めました。

年間の回数が３回であるた
め１回あたりに検討する件
数が多くなっています。 2 3

62 42

歯の健康づく
りの充実

健康推
進課

�１歳６か月児健診、３歳児健診
時に、歯科健診と歯科衛生士に
よる歯磨きの指導を行います。
また、乳幼児相談等の機会を利
用して口腔衛生についての指導
を行い、保護者の意識の向上に
つなげます。
�・母子健康手帳交付時に、口腔
衛生についての指導を行い、妊
娠期から意識づけを行います。

３歳
児健
診で
虫歯
のな
い子
の率

80 85 ％

幼児健診時に歯科健診と歯
科保健指導を実施し意識向
上に努めています。また、
母子健康手帳交付時にも口
腔保健について指導を行い
ました。

乳幼児期からの口腔ケアは
重要であるため、継続して
取り組みます。

85 85

63 42

乳幼児事故防
止の啓発

健康推
進課

�母子健康手帳交付時等に事故予
防に関するパンフレットを配布
します。幼児健診時や乳幼児相
談時にも、月齢に応じたパンフ
レットの配布や指導を行うな
ど、啓発に努めます。また、赤
ちゃん訪問時も県作成のパンフ
レットを配布します。

配布
数

1,170 590 部

母子健康手帳交付時とこん
にちは赤ちゃん訪問時に事
故予防に関するパンフレッ
トを配布し、早期から事故
予防啓発に努めました。

事故予防については各相談
や教室のときにも啓発に努
めます。

431 600

平成30年
度から、
赤ちゃん
訪問時に
配布

64 42

予防接種の必
要性を啓発す
るためのパン
フレットの配
布

健康推
進課

�出生届出時等に予防接種パンフ
レットの配布を行うなど、予防
接種の必要性や正しい知識の普
及と啓発を行います。

配布
数

575 600 部

出生時に予防接種パンフ
レットの配布を行い、普及
啓発に努めました。

里帰り等で訪問時期が遅く
なる場合は、出生後電話を
かけたときに簡単に説明を
行ないました。

430 600

65 42

子育て支援ヘ
ルパー派遣事
業

こども
未来課

産前・産後で心身の負担の大き
い時期に母親の体調不良等によ
り、家事や育児が困難な家庭に
ヘルパーを派遣します。 延利

用者
数

1 3 人

産前産後で母親の体調不良
等により、家事や育児が困
難な家庭を支援するため、
保健師の聴き取りを行う中
で支援に繋げるように努め
ました。

チラシ、ホームページ等で
の周知をするとともに、保
健師の係わりの中で必要な
方への案内等を行うなど、
更なる周知に努めます。 1 5
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号

基本
目標 事　業　名

事　業
実施課

基本
施策 頁

66 42

保 育 所
（園）・幼稚
園での「から
だそだて」の
実施

保育幼
稚園課

保育所（園）や幼稚園で、子ど
もの身体感覚を高めるための保
育内容を検討し実施します。
運動プログラムの作成、遊具等
の整備を行います。

箇所
数

31 30
所

(園)

「からだそだて」を実施す
るため、「伊賀市版幼児の
体力向上実践プログラムに
んにんタイム」を引き続き
各保育所（園）で実践しま
した。
・プロジェクト会議１回
・運動能力テスト３園各2
回
・保護者対象アンケート調
査 １回
・小学校対象アンケート調
査
・職員研修会１０/１７
・「にんにんタイム」実践
指導訪問　６園

各保育所（園）で基本的に
毎日「にんにんタイム」を
実施するなかで、保護者や
職員のアンケート結果か
ら、こどもたちの様子に良
い変化が見られています。
前期の保護者アンケートで
は、『早寝早起きをする児
童』の割合は22.3％で、
平成27年度から継続して
改善傾向にあります。それ
を継続し、定着させていく
ことが課題です。また、
「にんにんタイム」をビデ
オ撮影し、他園の活動に活
かせるように工夫しまし
た。

30 30

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。

67 42

保育所（園）・
幼稚園での「か
らだそだて」の
実施

学校教
育課

�幼稚園で、子どもの身体感覚を
高めるための活動を実施しま
す。

活動
時間
数

175 175
時
間

・毎日１時間を目安に身体
を動かして遊びました。
・火・木曜日のにんにんタ
イムを定着させました。

・身体を動かして遊ぶこと
が楽しいと思う子が増え、
3歳児の体力が向上しまし
た。

175 180

68 42

妊産婦に対す
る食事指導の
実施

健康推
進課

�母子健康手帳交付時に、食事に
関するパンフレットを配布しま
す。必要に応じて電話、訪問等
による食事指導も行います。

ﾊﾟﾝﾌ
ﾚｯﾄ
配布
数

595 600 部

母子健康手帳交付時に食事
に関するパンフレットを配
布しました。

妊娠中はつわりや体重管理
等食事に関する悩みも多い
ため、継続して取り組みま
す。

430 600

69 42

離乳食教室の
開催

健康推
進課

�離乳食教室を前期・後期にわけ
て開催します。教室では、調理
実習を取り入れ、離乳食の実際
についてより具体的に学べるよ
うにします。また、離乳食の調
理を見学しながら、学ぶ教室も
実施しています。

参加
者数

147 160 人

調理実習を取り入れた教室
と、説明のみの教室と実施
し毎月１回実施しました。

調理実習の参加希望が多く
定員を超える場合もありま
す。

125 180

70 42

栄養相談･指
導の充実 健康推

進課

�乳幼児相談や幼児健診時に、栄
養士による栄養相談・指導を行
います。随時電話相談等も実施
します。

相談
件数

959 1,000 件

乳幼児相談や健診時、また
随時栄養士による相談・保
健指導を実施しました。

子どもの月齢に応じた食事
は発育発達にも大切である
ため、継続して取り組みま
す。

770 1,300

71 42

食育・運動教
室の実施

こども
未来課

子育て包括支援センターにおい
て、食育を年間教室スケジュー
ルに組み入れ、継続的に支援を
行ないます。

回数 106 98 回

毎月の子育て支援事業の中
へ栄養士の講話、親子で体
を動かす体操などを取り入
れました。また食育教室も
ぐもぐを実施しました。

からだ育て事業を実施する
ことで年齢・月齢に応じた
体づくりを実現しました。
また、幼児期から食育の大
切さを伝え、健康増進に寄
与しました。

71 96
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事　業
実施課

基本
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72 43

小中学校にお
ける食に関す
る指導計画の
作成・実践

学校教
育課

�全小中学校で食に関する指導計
画を作成し、実践します。
�・児童生徒の実態に応じた食に
関する指導を、系統的に進めま
す。

校数 31 31 校

食に関する指導計画を作成
し、食育を進めました。

食について、興味関心をも
つとともに、自分の食生活
について考えることができ
ました。

31 31

73 43

「食育」を意
識した保育所
( 園 ) 、 幼 稚
園、学校での
給食の充実

保育幼
稚園課

�食事の大切さを身に付けるた
め、栄養３色板などを活用し、
食に興味を持つよう日々の保育
のなかで取り組みます。
�地場産食材をできる限り使用
し、児童・生徒に食材を通して
地域の自然や文化への理解を深
めます。

箇所
数

31 30
所

(園)

栄養３色板などを利用して
食に興味・関心を持つよう
にしました。保育所（園）
の畑やプランターで野菜を
育て収穫したものを給食で
食べました。

３色板などを利用した取組
を通して様々な食材に興
味・関心をもち食べること
への意欲につながりまし
た。 30 30

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。

74 43

「食育」を意
識した保育所
( 園 ) 、 幼 稚
園、学校での
給食の充実

学校教
育課

食事の大切さを身に付けるた
め、栄養３色板などを活用し、
食に興味を持つよう日々の保育
のなかで食に関する体験活動に
取り組みます。

回数 3 3 回

園の畑やプランターで野菜
を育て、収穫した野菜を
使って調理して食べまし
た。

今まで口にしようとしな
かった食材も食べてみよう
という意欲につながりまし
た。 3 3
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実施課
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75 44

伊賀地域救急
医療体制

医療福
祉政策
課

�入院を必要とする小児二次救急
については、市内の総合病院で
年間を通じての診療体制を維持
します。

指標
化で
きな
い

― ― ―

入院を必要とする小児二次
救急維持のため、２４時間
３６５日対応している岡波
総合病院への運営支援に関
する確認書を締結しまし
た。

小児の二次救急医療体制の
維持に努めています。

― ―

76 44

伊賀市応急診
療所の運営 医療福

祉政策
課

�夜間・休日における、比較的軽
症な方を対象とした一次救急
（小児・一般）を行います。

指標
化で
きな
い

― ― ―

受診者数（小児科）
1,776人
うち二次搬送　47人
運営検討会　1回開催

小児の一次救急医療体制の
維持に努めています。

― ―

77 44

地域医療体制
の充実

医療福
祉政策
課

地域医療体制の充実を図り、地
域で安心して子育てのできる医
療体制を進めていきます。

小児
医療
機関

14 14
機
関

伊賀医師会等との連携の
下、地域で安心して子育て
のできる医療体制の維持に
努めています。

上野総合市民病院小児科の
休診など、医師確保が非常
に難しい状況にあります。

14 14

1箇所閉
院のため
31年度目
標値を変
更してい
ます。

78 44

小児医療に関
する情報提供
の充実

医療福
祉政策
課

小児医療に関する情報及び地域
救急医療情報センターや、救急
医療情報システムなどの救急医
療情報について、ホームページ
に掲載します。また、出生届時
に配布する冊子に記載すること
で周知に努めます。

掲載 ― ― ―

小児救急医療情報等につい
て、ホームページに掲載す
るとともに、出生時や転入
時に周知するため情報提供
を行っています。
また、市オリジナルお薬手
帳カバーに、「みえ子ども
医療ダイヤル＃８０００」
を掲載しました。

子育て家庭などに対して、
今後も継続的に周知を行う
必要があります。

― 常時

79 44

小児医療に関
する情報提供
の充実

健康推
進課

�小児医療に関する情報及び地域
救急医療情報センターや、救急
医療情報システムなどの救急医
療情報について、チラシ配布や
出生届時に配布する冊子に記載
することで周知に努めます。

配布
数

575 600 部

小児医療に関するチラシを
出生届出に配布し啓発に努
めました。

子どもの急な病気に対応す
るため、継続して取り組み
ます。

430 600

80 44

伊賀市救急相
談 ダ イ ヤ ル
24

医療福
祉政策
課

�24時間体制で救急相談を受け
付けるシステムを実施するとと
もに、周知に努めます。

指標
化で
きな
い

― ― ―

伊賀市救急・健康相談ダイ
ヤル事業を実施（委託）
し、各種相談を受け付けま
した。
毎月広報１日号に電話番号
等案内を掲載し周知に努め
ています。
小児に関する相談件数
1,322件

救急だけでなく健康に関す
る相談機能もあることか
ら、「伊賀市救急･健康相
談ダイヤル２４」と名称変
更を行いました。
また、市オリジナルお薬手
帳カバーに「伊賀市救急・
健康相談ダイヤル２４」を
掲載しました。

― ―
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81 45

子育て相談の
充実

こども
未来課

�保育所(園)、子育て包括支援セ
ンター、子育て支援センター
（市内7か所）において、子育
て中の保護者からの健康やしつ
け等に関する相談、育児につい
ての不安や悩み・疑問などに関
して、相談、支援を行います。

延相
談件
数

722 700 件

子育て中の保護者からの健
康やしつけ等に関する相
談、育児についての不安や
悩み・疑問などに関して、
相談、支援を行いました。

子どもとの遊びを通じて保
護者の不安などを聞きだす
機会が増えています。必要
がある場合には専門機関へ
繋ぎました。 511 700

82 45

子育て相談の
充実

学校教
育課

�幼稚園において、子育て中の保
護者からの健康やしつけ等に関
する相談、育児についての不安
や悩み・疑問などに関して、相
談、支援を行います。

講演
会参
加者
数

98 95 人

子育て講演会を2回実施
し、1回目は子育ての基
本、2回目は体づくりの大
切さについて話をしてもら
いました。

1年に異なる内容で2回実
施したことで、合計の参加
者が増えました。しかし、
一人でも多くの保護者に聞
いてもらえる内容を検討し
ていく必要があります。

99 110

83 45

子育て相談の
充実

こども
未来課

家庭児童相談室等において、子
育て中の保護者からの健康やし
つけ等に関する相談、育児につ
いての不安や悩み・疑問などに
関して、相談、支援を行いま
す。

延相
談件
数

1,935 2,000 件

�家庭児童相談室等におい
て、子育て中の保護者から
の健康やしつけ等に関する
相談、育児についての不安
や悩み・疑問などに関し
て、相談、支援を行いまし
た。

家庭における育児の不安や
悩み・疑問の解消に寄与
し、虐待などの危険を未然
に防ぐことができます。

1,376 2,000

84 45

福祉総合相談
支援事業

地域包
括支援
セン
ター

各支援機関のみでの対応が困難
であったり、他分野にわたる支
援が必要なケースについて、必
要に応じ地域の支援者も含めた
関係機関が集まり、会議を開催
します。個別の事例について事
例検討を行い、役割分担を明確
にします。

開催
回数

50 80 回

地域ケア会議、相談事案調
整会議を開催し、支援の困
難な事例について支援者で
検討を行いました。

支援者が集まり、情報の共
有や支援の方策、役割分担
等について検討を行うこと
で、課題の解決につながり
ました。支所開催の地域ケ
ア会議の運営が円滑に進む
よう今後も専門職の後方支
援を続けていきます。

46 80

相談事案
調整会
議、地域
ケア会議
の回数の
合計

85 45

福祉総合相談
支援事業

地域包
括支援
セン
ター

�子ども、高齢者、障がい者等が
住み慣れた地域で安心して生活
するため、身近なところで、専
門職が迅速かつ適切な相談支援
を行います。

子ど
もに
関す
る相
談件
数

15 25 件

� 子ども、高齢者、障がい
者等が住み慣れた地域で安
心して生活するため、身近
なところで、専門職が迅速
かつ適切な相談支援を行い
ました。

複合的な問題（介護、こど
も、障がい、生活困窮な
ど）を抱えている家族が増
加しており、一次相談窓口
として活用いただきまし
た。

38 30
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86 45

子育て情報の
収集・提供

こども
未来課

�市民が求める子育て支援情報を
的確に把握し、毎月開催される
子育て支援センター事業などを
市広報、ホームページ、ケーブ
ルテレビ等により効果的に情報
提供を行います。また、官民協
働により、市民に分かりやすい
WEBサイトを使った情報の公
開に努めます。

回数 37 40 回

子育て支援センターの遊び
の教室内容や開設日・時間
等を広報いが市に掲載しま
した。

広報いが市毎月15日号に
掲載、子育て通信の発行、
ホームページ、フェイス
ブックを活用した情報提供
を行いました。

30 50

87 45

子育て情報の
収集・提供

上野公
民館

情報誌を発行し、公民館等を通
じての配布や、ホームページに
掲載します。

発行
回数

2 3 回

子育て情報を市のホーム
ページに掲載したり、図書
館・子育て支援ｾﾝﾀｰなど、
子どもや保護者が容易に閲
覧できる場所にチラシ等を
設置することで幅広く情報
を発信します。

これまでは市内全園児・全
児童に配布していた情報誌
は、予算の縮減に伴う情報
誌の配布先の縮小や発行部
数の減により、子どもや保
護者が直接目にする機会が
減ったことから発行を終了
しました。

0 3
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88 46

保育所(園)の
園庭や保育室
等の開放

保育幼
稚園課

�可能な限り園庭や保育室等の開
放を行い、子育ての仲間づくり
の場として役割を担います。

箇所
数

31 30
所

(園)

園庭開放・空き保育室等の
開放を行い、子育ての仲間
づくりの場として提供しま
した。

園庭や保育室等の開放をと
おして保護者同士が気軽に
話せる場となりました。

30 30

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。

89 46

体験活動、勤
労体験活動

学校教
育課

�小学校におけるさまざまな体験
活動や、中学校における勤労体
験活動（職場体験）など地域と
連携しながらの活動を通して、
社会性や連帯性など児童生徒の
心の育成を図ります。

実施
校数

31 31 校

地域の方をゲストティー
チャーとして招き、体験活
動を行ったり、中学校で
は、地域と連携し職場体験
学習を行ったりしました。

体験活動等を行う中で、児
童生徒の社会性や連帯性を
身につけることができまし
た。ねらいを明確にし、活
動を行っていく必要があり
ます。

31 31

90 46

体験活動、勤
労体験活動

上野図
書館
（各分
館）

夏休みや休日を利用して、工作
や自由研究の取組み方の講座を
開催します。

回数 7 3 回

【上野】ナイトライブラ
リーを開催し、図書資料も
活用しつつ「まんまる羊毛
フェルトとかわいい栞づく
り体験」を行いました。
（１回）
「夜のとしょかんたんけ
ん」を開催し、調べる・見
つける学習を行いました。
（１回）
【いがまち】子どもたちに
対して冬休みの企画とし
て、図書福袋コーナーを設
置して買出しを行いまし
た。（１回）
【青山】自由研究の取り組
みとして、図書室の本を参
考に「俳句づくり体験」や
「陶芸体験伊賀焼に挑戦」
を開催しました。（２回）
【大山田図書室】夏休みに
小学生向けの読み聞かせ会
を行いました。読み聞かせ
会の後に図書室の資料を活
用してトールペイントなど
の工作をしました。（１
回）

子どもたちが図書資料を活
用して調べたいことや課題
解決につなげる機会を提供
できるよう取り組む必要が
あります。

6 3
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91 46

子育て講座の
開催

こども
未来課

�子育て支援センターが主催する
講座を通じ、保護者と子どもが
ともに楽しめる機会を提供する
ことで、保護者の育児不安の軽
減を図り、家庭保育の充実につ
ながる支援をします。

回数 541 525 回

食育教室、運動あそび、離
乳食教室、読み聞かせ等の
講座開催しました。

子育て支援センターで実施
する教室を通じ、子育ての
不安軽減を図り、家庭での
保育が充実できるよう支援
しました。

402 525

92 47

子育てサポー
ター養成講座
の開催

こども
未来課

地域住民が子育て支援活動に参
加できるよう養成講座を開催
し、地域における子育て支援活
動を支える人材の育成に努めま
す。 回数 9 1 回

子育て包括支援センターに
おいて、子育て支援を支え
る人材の育成の研修に努め
ました。

地元の高校生を対象とした
講座を開催しました。また
三重県と共催で子育てマイ
スター養成講座を実施しま
した。 1 2

93 47

家庭教育に関
する講演会や
研修会の開催

生涯学
習課

�家庭教育に関する講座などを実
施します。

回数 1 1 回

社会教育委員との共催で
「第10回いがファミリー
フェスタ」を平成31年2月
3日（日）に開催します。

保護者同士の交流や家庭教
育に関する知識や理解を深
めることを目的に、大人向
けには講師を招いての子育
てに関する講演、子どもに
は人形劇を観劇してもらま
す。
引き続き参加者アンケート
を実施する等意見集約し、
もっと多くの親子が参加し
やすいように工夫する必要
があります。

0 2

94 47

子育て支援に
ついての講演
会・研修会等
の開催

こども
未来課

�子育てや子育て支援について考
える講演会や研修会を開催しま
す。 回数 1 1 回

「パパの力が必要！」と題
し、夫婦で子育てをするソ
ウゾウリョクを醸成する講
座を開講しました。

支援者を含む多くの市民の
参加があった。家庭での子
育てにおける学びを提供で
きました。

1 1

95 47

父親の子育て
参加を促す教
室・講座・講
演会などの開
催

保育幼
稚園課

父親が子育てに参加しやすいよ
う、保育所(園)の行事を工夫し
たり講演会などを開催します。

箇所
数

31 30
所

(園)

父親が子育てに参加しやす
いような運動あそびなどの
内容で行事や講演会を行い
ました。

参加しやすい内容と日程の
検討や啓発が課題です。

30 30

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。

96 47

父親の子育て
参加を促す教
室・講座・講
演会などの開
催

上野図
書館

�父親の子育て参加を促すため、
親子で参加する工作や自然体験
教室を開催します。

回数 ー ー 回 ー ー ― ―
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97 47

保育所(園)や
幼稚園、小学
校 等 を 通 じ
た、健康や子
育てに関する
おたよりの配
布

保育幼
稚園課

�「保育所（園）だより」「保健
だより」等を通して、各家庭に
対して子育てや健康に関する情
報を提供するよう努めます。 箇所

数
31 30

所
(園)

「保育所（園）だより」
「保健だより」「食事だよ
り」を毎月発行し、子育て
や健康等について情報を提
供しました。

保護者が見やすい、知りた
い内容・情報を伝えられる
ように工夫する必要があり
ます。

30 30

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。

98 47

保育所(園)や
幼稚園、小学
校 等 を 通 じ
た、健康や子
育てに関する
おたよりの配
布

学校教
育課

�「園だより」「保健だより」等
を通して、各家庭に対して子育
てや健康に関する情報を提供す
るよう努めます。 回数 82 80 回

「園だより」「保育のたよ
り」「学年だより」「保健
だより」を定期的に発行
し、子どもの様子や子育
て、生活習慣・健康等につ
いて伝えました。

保護者が知りたい情報をタ
イムリーに伝えられるよう
に工夫した結果、興味を
もって読んでくれる人も増
えました。

100 80

99 47

図書館の子ど
も向け図書の
充実

上野図
書館
（各分
館）

保護者に読書の大切さを理解し
てもらい、乳幼児期から本に親
しむきっかけをつくるため、読
み聞かせボランティアと連携し
て読み聞かせ会を開催します。
また、家庭での読書支援のため
の絵本や児童書コーナーの充実
を図るとともに、特集の実施や
情報提供を行います。

回数 306 200 回

乳幼児期から本に親しむ
きっかけをつくるため、読
み聞かせボランティアと連
携して、読み聞かせ会を行
うほか、児童コーナーにお
いて毎月、子どもたちが興
味を持ってもらえるような
特集コーナーを設置し、利
用促進に努めました。

乳幼児期から本に親しむ機
会を提供することで、幼い
頃から継続して図書館(室)
を利用する親子が増えつつ
ありますが、開催場所ス
ペースの狭いことが課題で
す。

235 160

100 47

読み聞かせボ
ランティアの
育成・支援

上野図
書館
（各分
館）

市内の読み聞かせボランティア
グループと図書館(室）の情報
交換会や勉強会を開催し、地域
グループ間の連携と情報共有を
図ります。また、図書館(室）
が協力できることを整理し、活
動を円滑に行えるよう支援しま
す。

回数 2 1 回

市内の読み聞かせボラン
ティアグループのスキル
アップを図るため自主研修
会と情報交換会を開催しま
した。（１回）
上野図書館内ボランティア
グループが情報交換会を行
い、小学生向けのおはなし
会開催のための協議をしま
した。（１回）

市内のボランティアグルー
プと図書館(室)が情報交換
や研修会を行うことによ
り、地域間の情報共有とス
キルアップを図ることがで
きました。今後も自主的な
研修の場を整えるととも
に、より良い読み聞かせの
環境を整えられるよう活動
支援していくことが必要で
す。

2 2

101 47

ブックスター
ト事業の推進

健康推
進課

�こんにちは赤ちゃん訪問時に、
図書館情報や絵本の紹介ととも
に絵本を配布し、読み聞かせの
大切さを伝えていきます。

配布
数

― ― 件 ― ― ― ―
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3.子どもの健全育成を推進するための体制づくり

102 48

子ども会活動
の育成支援

上野公
民館

青少年健全育成のための諸活動
を行い、子ども会連合会を育成
します。具体的には、卓球大
会・球技大会・自然体験学習・
ミステリーバス・リーダー研
修・子どもフェスタを行いま
す。

延事
業参
加者
数

639 1,700 人

上野児童福祉連合会　参加
者数：①卓球大会265人②
リーダー研修会20人③夏
休み子ども自然体験学習
32人④ミステリー列車
259人⑤子ども会育成研修
等149人

各単位児童福祉会の普及拡
大においては、必要不可欠
な事業です。少子化も影響
を与えていますが、高学年
はスポーツクラブ等に所属
して、参加者も減少傾向が
見受けられるものの、事業
内容を積極的にPRし、楽
しい内容で運営できるよう
努めていきます。

725 1,700

103 48

地域の伝統芸
能･文化活動
の支援

いがま
ち公民
館

�伝統芸能の継承、郷土文化に愛
着を持つ子どもの育成を図りま
す。具体的には、都美恵太鼓の
継承活動の支援を行います。 延事

業参
加者
数

2,003 2,010 人

「都美恵の里郷土芸能保存
会・都美恵太鼓」の練習参
加や地域行事での太鼓演奏
を通して、郷土芸能の継承
と郷土文化に愛着を持ち、
感性豊かな子どもを育成す
る活動を支援しました。平
成３１年成人式に於いて、
歓迎の祝太鼓の披露を行い
ました。

子ども達は太鼓演奏を通し
て郷土文化・芸能の素晴ら
しさと仲間づくりの大切さ
を実感し、地域活動参加へ
の足掛りとしています。公
共施設最適化により現在の
活動拠点を無くす予定のた
め、太鼓の保管場所や練習
場所の確保が課題となって
います。

1,920 2,100

104 48

地域の伝統芸
能･文化活動
の支援 島ヶ原

公民館

�伝統芸能の継承、郷土文化に愛
着を持つ子どもの育成を図りま
す。具体的には、獅子神楽の継
承活動の支援を行います。

延事
業参
加者
数

326 150 人

獅子神楽の継承活動を行い
ました。
（10/2,9,11,16,18,23,2
5延べ211名参加）

地域に根ざし、地域から支
援いただくようになってき
ています。また子どもたち
が参加するようになってき
ています。

211 60

105 48

地域の伝統芸
能･文化活動
の支援 大山田

公民館

�伝統芸能の継承、郷土文化に愛
着を持つ子どもの育成を図りま
す。具体的には大山田むらびと
づくり推進会議が行う「むらび
と塾」の支援を行います。

延事
業参
加者
数

33 50 人

9月9日に第1回むらびと塾
「愛知へ行こう！」（愛知
航空ミュージアム見学、ト
ヨタ産業技術記念館見学）
を開催しました。

親子で参加し、地域文化を
学ぶことが期待できます。

47 80

106 48

地域の伝統芸
能･文化活動
の支援

青山公
民館

�伝統芸能の継承、郷土文化に愛
着を持つ子どもの育成を図りま
す。具体的には、地域の方を指
導者とした「竹細工体験」の実
施や、伊賀を代表する松尾芭蕉
の文学を継承するため俳句教室
の実施などを開催します。

延事
業参
加者
数

208 150 人

『夏休み子ども体験講座』
（俳句講座他）を開催しまし
た。(開催日：7月２４日・２
５日。参加者数：３２人)
『竹工房』を開催しました。
(開催日：8月２６日。参加者
数：４０人)

親子で参加ができ、地域の
文化継承、世代間交流・他
地域間交流・地域と学校の
交流に繋がる効果が期待で
きます。 72 150
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事　業
実施課

基本
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107 48

体験活動を通
した子ども自
身の活動の支
援

上野公
民館

�社会とのかかわりを深め、子ど
も自らが豊かな人間性を育てら
れるよう、子どもたち自身が遊
びや行事の企画ができるよう支
援します。具体的には、上野児
童福祉会連合会が行う「ふるさ
と学習会」の支援を行います。

延事
業参
加者
数

102 100 人

ふるさと学習会　参加者数
第１回：廣禅寺と城下町散策
18人
第２回：岩倉峡キャンプ20人
第３回：上野森林公園遊び10
人
第４回：伊賀まちかど博物館
12人
第５回：先人に学ぶ：わら細
工12人
第６回：春の七草摘：伊賀の
民話16人
第７回：伊賀流忍者博物館：
忍びの里を歩く16人

毎年、新しい内容を取り入
れて、学年も4年生から6
年生に対象を広め、子ども
目線に合った学習を行いま
した。

104 100

108 48

体験活動を通
した子ども自
身の活動の支
援

いがま
ち公民
館

�社会とのかかわりを深め、子ど
も自らが豊かな人間性を育てら
れるよう、子どもたち自身が遊
びや行事の企画ができるよう支
援します。具体的には、公民館
が行う「みんな集合！こども体
験教室」いがまち青少年育てる
会が行う「青少年体験教室」の
支援を行います。

延事
業参
加者
数

194 230 人

こども体験教室は全８回開
催し、どうぶつパンやケー
キづくり、茶道体験、体
操、カローリング、環境学
習などを行いました。
青少年体験教室は夏休みに
南伊勢町の体験ワールドで
鯛のえさやりなどを、冬は
スケート教室を開催しまし
た。
新規事業として、親子で
ハッピータイム５回行いま
した。

育てる会には市の補助があ
り、青少年体験教室は内容
や参加対象者の範囲を拡大
するなど事業内容の検討が
必要です。

309 270

109 48

体験活動を通
した子ども自
身の活動の支
援

島ヶ原
公民館

�社会とのかかわりを深め、子ど
も自らが豊かな人間性を育てら
れるよう、子どもたち自身が遊
びや行事の企画ができるよう支
援します。具体的には、竹灯り
の宴への参加と行灯の出展を行
います。

延事
業参
加者
数

202 150 人

子ども組みひもづくり
（8/20,21 小学生 延べ
49名参加）、子ども茶道
教室(11/19 小学生28名
参加)等の体験学習の機会
を設けるとともに、竹灯り
の宴事業（9/23　小・
中・高校生 22名 大人96
名　計118名参加）や、竹
灯りの宴のちぎり絵体験と
して(8/1 小中学生23名参
加)等を実施しました。

自ら考えて取り組めるよう
な場を設けたり、地域の伝
統行事等に参加し、体験す
ることにより地域社会との
かかわりを深め、豊かな心
をはぐくみたいと考えてい
ます。本年度は体験活動の
機会や日数を増やしたため
参加者も増えました。

218 60
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110 48

体験活動を通
した子ども自
身の活動の支
援

阿山公
民館

�社会とのかかわりを深め、子ど
も自らが豊かな人間性を育てら
れるよう、子どもたち自身が遊
びや行事の企画ができるよう支
援します。具体的には、こども
ちゃれんじ教室を開催します。

延事
業参
加者
数

180 140 人

参加者数
第１回：木工教室35人
第２回：ｶﾇｰ・ﾎﾞｰﾄ教室31
人
第３回：工作教室6人
第４回：そば打ち体験教室
21人
第５回：森林教室17人
第６回：ちぎり絵教室14
人
第７回：星たまごプラネタ
リウム 18人
今後：第８回：おやつづく
り教室第9回：バルーン
アート教室を開催予定

異年齢交流を行うことを目
的とし、他地区の子どもと
も友だち関係を築くことが
できている。
親子で参加するものも含
め、バラエティーに富んだ
メューで年間を通して実施
しました。
事業の効果：阿山小学校区
内の児童以外の市内小学児
童8校からの参加がみられ
ます。
課題：参加者数が減少して
いることを再度検討し、教
室開催時期・時間の見直し
を行い参加者の増加を図り
ます。

142 200

111 48

体験活動を通
した子ども自
身の活動の支
援 大山田

公民館

�社会とのかかわりを深め、子ど
も自らが豊かな人間性を育てら
れるよう、子どもたち自身が遊
びや行事の企画ができるよう支
援します。具体的には、夏休
み・冬休み子ども公民館教室を
開催します。

延事
業参
加者
数

130 160 人

夏・冬休み子ども公民館教
室を実施しました。
紙すき体験：25人、夏お
はなしくらぶ：26人、飾
り巻き寿司体験教室：25
人、冬おはなしくらぶ：9
人

親子で参加する教室もあ
り、体験を通して共に学ぶ
ことができると考えます。

85 230

112 48

体験活動を通
した子ども自
身の活動の支
援

青山公
民館

�地域とのかかわりを深め、子ど
も自らが豊かな人間性を育てら
れるよう、子どもたち自身が遊
びや行事の企画ができるよう支
援します。具体的には、青少年
育成との連携による「田植え体
験」、「稲刈り体験」を行い、
地域とのふれあいを大切にした
講座を実施し、体験の機会を提
供します。

延事
業参
加者
数

174 140 人

「田植え体験」を開催しま
した。
　開催日：5月６日
　参加者数：５１人
「稲刈り体験」を開催しま
した。
　開催日：９月９日
　参加者数：３７人
「星たまごプラネタリウ
ム」を開催しました。
　開催日：12月６日、１
８日
　参加者：７４人

親子で参加ができ、地域の
文化継承、世代間交流・他
地域間交流に繋がる効果が
期待できます。

162 140
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113 49

児 童 虐 待 ・
DV防止のた
めの関係機関
の連携強化

こども
未来課

�「伊賀市要保護児童及びDV対
策地域協議会」を設置し、要保
護児童や特定妊婦等の早期発見
や適切な支援を図り、DV被害
者への適切な対応を行うため、
代表者会議、実務者会議、個別
ケース検討会を実施し、児童相
談所、警察署、民生委員・児童
委員、保育所(園)、幼稚園、学
校等の関係機関との連携を強化
します。

会議
回数

21 15 回

「伊賀市要保護児童及び
DV対策地域協議会」を設
置し、要保護児童や特定妊
婦等の早期発見や適切な支
援を図り、DV被害者への
適切な対応を行うため、代
表者会議、実務者会議、個
別ケース検討会を実施し、
児童相談所、警察署、民生
委員・児童委員、保育所
(園)、幼稚園、学校等の関
係機関との連携を強化しま
した。

児童虐待やDVに深く関わ
る機関が連携する場を提供
することにより、迅速で効
果的な支援につなぐことが
できました。

6 20

114 49

児 童 虐 待 ・
DV ネ ッ ト
ワーク会議を
活用した講演
会や研修会等
の開催

こども
未来課

�伊賀市要保護児童及びDV対策
地域協議会主催により、講演会
や研修会を開催し、情報の共有
や意識の向上を図り、児童虐待
やDVの発生予防、早期発見に
努めます。

研修
回数

3 1 回

伊賀市要保護児童及びDV
対策地域協議会主催によ
り、講演会や研修会を開催
し、情報の共有や意識の向
上を図り、児童虐待やDV
の発生予防、早期発見に努
めました。

児童虐待やDVに深く関わ
る機関が連携しながら研修
を積むことで、発生予防、
早期発見が期待できます。 1 1

115 49

家庭児童相談
事業

こども
未来課

�家庭児童相談員２名を配置し、
子育てに悩みを抱えた親からの
相談を受けます。また、学校や
保育所(園)、幼稚園等からの相
談や、子育て支援事業等を実施
するなかで得た情報により、児
童相談所や保育所(園)、幼稚
園、学校、保健師などと連携を
密にし、適切な支援に努めま
す。
� 虐待の疑われる家庭やハイリ
スク家庭への家庭訪問の充実に
努めます。

延家
庭訪
問件
数

193 100 件

�家庭児童相談員２名を配置
し、子育てに悩みを抱えた
親からの相談を受けまし
た。また、学校や保育所
(園)、幼稚園等からの相談
や、子育て支援事業等を実
施するなかで得た情報によ
り、児童相談所や保育所
(園)、幼稚園、学校、保健
師などと連携を密にし、適
切な支援に努めました。
�  虐待の疑われる家庭やハ
イリスク家庭への家庭訪問
の充実に努めました。

虐待の疑われる家庭やハイ
リスク家庭への家庭訪問を
通じて、そのリスクを軽減
したり家庭での悩みを解消
したりすることに寄与しま
す。

163 100

116 49

女性相談事業

こども
未来課

�女性相談員１名を配置し、女性
が抱える人生のさまざまな悩み
や、DVを受けたとき、セク
シャルハラスメント、ストー
カー被害、法律に関すること、
離婚、金銭トラブルなどの相談
に対応します。

延相
談件
数

479 243 件

女性相談員１名を配置し、
女性が抱える人生のさまざ
まな悩みや、DVを受けた
とき、セクシャルハラスメ
ント、ストーカー被害、法
律に関すること、離婚、金
銭トラブルなどの相談に対
応しました。

要保護女子の（売春等へ
の）転落防止につながりま
す。また、DV被害者に適
切な支援をします。

731 243
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117 49

養育支援訪問
事業《再掲》

健康推
進課

�こんにちは赤ちゃん訪問で継続
支援が必要と思われる家庭をは
じめ、虐待の疑われる家庭やハ
イリスク家庭への保健師等によ
る家庭訪問を実施します。ま
た、各機関の連携をより深め、
情報の共有を徹底していきま
す。

延訪
問件
数

183 110 件

継続支援が必要なケースに
対し、訪問を実施しまし
た。必要に応じ各機関と連
携し、情報共有を徹底しま
した。

背景が複雑なケースが増え
ており、他機関との連携が
必要です。

108 100

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

118 49

里親制度に関
する情報提供
の充実 こども

未来課

�児童相談所と連携し、市広報へ
の掲載やパンフレットの配布等
の啓発活動に努めます。

ﾊﾟﾝﾌ
ﾚｯﾄ等
配布
数

50 50 部

里親制度についての啓発の
ため、パンフレットとチラ
シを窓口に設置する予定で
準備しました。また、県主
催の里親研修会の開催に協
力しました。

里親となり得る人を拡大す
ることにより、要保護児童
の福祉向上に寄与すること
ができる。 350 50
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119 50

療育支援事業
の推進

保育幼
稚園課

障がい児保育や乳幼児の療育支
援事業の推進を図るため、障が
いのある児童が適切な療育や保
育が受けられるよう、かしのみ
園への入所（通所）の可否等を
審査するための判定会を、年２
回開催します。

指標
化で
きな
い

53 － 人

受入れ児童の判定会を開催
するなど、障がい児保育や
乳幼児の療育支援事業の推
進に取組みました。
審査会を年２回(予定）開
催し、対象児童数は延べ４
3人（予定）でした。

今後も取組みをすすめてい
きます。

43 ―

120 50

療育支援事業
の推進

障がい
福祉課

障がいのある児童の障害児通所
支援事業等を行い、通所支援事
業所と保健・福祉・保育・教育
の各担当が情報を共有し、現状
把握に努めるため、療養支援担
当者連絡会の開催を行います。

延利
用者
数

1,720 1,720 人

保健・福祉・保育・教育の
各担当が情報を共有し、現
状把握に努めるため、療養
支援担当者連絡会の開催を
行います。

保健・福祉・保育・教育の
各担当が情報を共有し、地
域における課題等の現状把
握に努めます。今後も関係
機関と連携し、療育支援事
業の推進に努めます。

2,117 1,600

121 51

要観察児童、軽
度発達障がい児
等を対象とした
遊びの教室（に
こにこ広場）の
開催

健康推
進課

�１歳６か月児・３歳児健診等で
要経過観察となった幼児を対象
に、発達支援教室（にこにこ広
場）を実施します。 回数 57 60 回

月齢に応じ少人数で３クラ
スに分けて親子のふれあい
を通じた教室を実施すると
共に、保護者の不安の軽減
や気持ちに寄り添うことに
努めました。

母親の不安軽減と児に応じ
た支援ができるように、継
続して実施します。

41 60

122 51

伊賀市障がい
者相談支援セ
ンター事業の
充実

地域包
括支援
セン
ター

�身体、知的、精神障がいを対象
とした、日常生活や福祉サービ
ス利用にかかる相談・調整や支
援の充実を図ります。

延相
談件
数

4,864 6,900 件

身体、知的、精神障がいを
対象とした、日常生活や福
祉サービス利用等にかかる
相談・調整や支援の充実を
図りました。

障がいのある人に、さまざ
まな障害福祉サービス等を
知っていただき、必要な
サービスの利用について今
後もサポートしていきま
す。

6,302 6,900

123 51

伊賀市こども
発達支援セン
ター事業の充
実 こども

未来課

子どもの発達・成長に不安のあ
る保護者や、保育所(園)、幼稚
園、小・中学校等からの相談に
各関係機関と連携を図りなが
ら、ライフステージに応じた途
切れのない支援が受けられるよ
うに支援していきます。

延相
談件
数

2,334 2,100 件

子どもの発達に不安のある
保護者や保育所(園)、幼稚
園、学校等からの相談に応
じ、各機関と連携を図りな
がら、子どもの発達に応じ
た支援がでいるよう取り組
みました。

子どもの発達特性に応じた
環境設定ができるよう、各
機関との連携がさらに必要
です。 1,669 2,100

124 51

伊賀市こども
発達支援セン
ター事業の充
実 保育幼

稚園課

�子どもの発達・成長に不安のあ
る保護者からの相談に応じ、伊
賀市こども発達支援センターと
連携して支援します。 箇所

数
31 30

所
(園)

子どもの発達・成長に不安
のある保護者からの相談に
応じ、適切な支援ができる
よう連携を図りました。

引き続き連携を図りなが
ら、きめ細やかな支援に取
り組みます。

30 30

再編整備
の進捗状
況により
目標値を
変更して
います。
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125 51

伊賀市こども
発達支援セン
ター事業の充
実

健康推
進課

各関係機関と連携を図りなが
ら、ライフステージに応じた途
切れのない支援が受けられるよ
うに支援するため、発達支援セ
ンターと合同勉強会を実施しま
す。

発達支
援セン
ターと
合同勉
強会の
回数

1 2 回

こども発達支援センターが
同じ事務所になったため、
そのつど情報交換をおこな
い、健診の見かたについて
研修を実施してもらいまし
た。

各事業も連携を図りつつ、
引き続き支援が受けること
ができるようにします。意
思統一ができるように、定
期的に勉強会を行います。

1 3

126 51

保育所(園)に
おける家庭支
援推進保育の
充実

保育幼
稚園課

�家庭支援推進保育士を継続して
配置することにより、日常生活
における基本的な生活習慣等に
ついて、特に家庭環境に対する
配慮を必要とする児童の保育と
保護者の支援を行います。

箇所
数

6 6
所

(園)

家庭支援推進保育士を配置
し、家庭訪問や個別の相談
時間を設け、きめ細やかな
対応に努めました。

今後も基本的な生活習慣や
家庭環境に対する配慮等を
行い、きめ細やかな対応が
必要です。 6 6

127 51

放課後児童ク
ラブにおける
障がい児の受
け入れ

こども
未来課

�受け入れについては指導員を配
置するなど、安心して利用でき
るよう環境を整えます。

指標
化で
きな
い

15 ―
箇
所

心身に障がいのある児童の
受入を推進するために指定
管理者と協議を行い、指導
員を増員するなど受け入れ
態勢を整えました。

今後も保護者のニーズを確
認しながら必要な児童クラ
ブにおいて取り組みを進め
ます。

17 ―

128 51

障がい児に対
する就学支援
の充実 学校教

育課

�就学にかかわって、各小中学校
と関係機関との連携を深め、巡
回相談や教育相談を充実させる
とともに、就学診断委員会、就
学指導委員会につなげます。

就学
診断
委員
会開
催数

5 5 回

伊賀市こども発達支援セン
ターや伊賀つばさ学園等と
連携し、巡回相談や教育相
談を実施し、就学診断委員
会や就学指導委員会につな
げました。

福祉や医療の関係機関と連
携することで、保護者とと
もに、一人ひとりのニーズ
に応じた適切な支援へつな
げることができました。

8 5

129 51

特別児童扶養
手 当 の 支 給
《再掲》 こども

未来課

�身体や精神に障がいのある20
歳未満の児童の福祉増進を図る
ため、特別児童扶養手当を支給
します。

受給
者数

168 170 件

身体や精神に障がいのある
20才未満の対象者につい
て、児童の福祉増進を図る
ため、経済的な面から支援
するための申請受付等をし
ました。

児童の福祉増進につながり
ます。

171 165

130 51

障害児福祉手
当の支給《再
掲》 障がい

福祉課

�重度の障がいがあり、日常的に
特別な介護を必要とする20歳
未満の児童に対して障害児福祉
手当（国制度）及び重度障害児
福祉手当（市制度）を支給しま
す。

支給
者数

116 125 人

障害児福祉手当（国制度）
は８月１日号、重度障害児
福祉手当（市制度）は９月
１日号の広報いが市で制度
についての周知をしまし
た。

障害児の生活の向上及び介
護者の経済的負担の軽減を
図りました。

107
31年までの

累計
〔625〕

131 51

障がい者医療
費 助 成 制 度
《再掲》 保険年

金課

�身体障害者手帳１～３級、療育
手帳、精神障害者保健福祉手帳
１級または２級を持っている方
（通院のみ）に医療費を助成し
ます。

登録
者数

1,575 1,600 人

左記受給者に医療費を助成
しました。また、年度更新
にあたり、制度の案内を広
報伊賀市及びHP上で周知
しました。

医療費の助成により、受給
者の福祉増進と経済的な負
担軽減が図られました。

1,581 1,600
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132 52

母子・父子自
立支援員や関
係機関による
相談・情報提
供の充実

こども
未来課

�ひとり親家庭の自立に向けた生
活・就労支援の情報提供を行
い、各関係機関の連携のもと相
談業務を行います。

延相
談件
数

306 300 件

ひとり親家庭の自立に向け
た生活・就労支援の情報提
供を行い、各関係機関の連
携のもと相談業務を行いま
した。

ひとり親家庭の自立に寄与
します。

133 330

133 52

伊賀市自立支
援教育訓練給
付金事業

こども
未来課

�母子家庭の母及び父子家庭の父
を対象に、仕事に必要な資格や
技術を身に付けるため、就業に
結びつく可能性の高い教育訓練
講座の受講料の一部を支給し、
母子家庭の母及び父子家庭の父
の主体的な能力開発の取り組み
を支援し、自立の促進を図りま
す。

件数 0 2 件

広報いが市6/15号に掲載
するほか、児童扶養手当の
現況届案内時に啓発チラシ
を同封するなど、制度につ
いて周知を図りました。

今後も、引き続き市民に周
知を行います。

0 2

134 52

伊賀市高等技
能訓練促進費
事業

こども
未来課

�母子家庭の母及び父子家庭の父
を対象に、就職や転職に有利な
資格（看護師・保育士等）を取
得するため、養成機関で訓練を
受ける場合に、養成訓練の一定
期間に促進費を支給します。ま
た、養成機関への入学時におけ
る負担を考慮し、入学支援修了
一時金をカリキュラム終了後に
支給します。
（2件、2,046千円）

支給
月数

32 36 月

広報いが市6/15号に掲載
するほか、児童扶養手当の
現況届案内時に啓発チラシ
を同封するなど、制度につ
いて周知を図りました。

今後も、引き続き市民に周
知を行います。

43 24

135 52

ひとり親家庭
高等学校卒業
程度認定試験
合格支援事業

こども
未来課

ひとり親家庭の保護者や子ども
に対し、高校卒業程度認定試験
合格のための講座受講費用を助
成し、就労を支援する。

助成
者数

0 1 件

伊賀市母子寡婦福祉会の母
子家庭や寡婦の一層の自立
促進と社会貢献、福祉の向
上のための支援を行いまし
た。また、母子、父子自立
支援員を1名配置し、ひと
り親家庭等からの相談体制
を整えました。

ひとり親家庭の自立促進に
寄与します。

0 1

136 52

母子寡婦福祉
団体自主事業
への支援

こども
未来課

�母子寡婦福祉団体等に対する活
動支援及び連携に努め、母子・
父子家庭や寡婦の自立促進に向
けた取り組みを推進します。

自立
支援
員の
配置
数

1 1 人

伊賀市母子寡婦福祉会の母
子家庭や寡婦の一層の自立
促進と社会貢献、福祉の向
上のための支援を行いまし
た。また、母子、父子自立
支援員を1名配置し、ひと
り親家庭等からの相談体制
を整えました。

ひとり親等家庭の自立促進
に向けた支援が課題であり
ハローワークと連携し、就
労につなげるケースを増や
します。 1 1
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137 52

一人親家庭等
医療費助成制
度《再掲》

保険年
金課

�18歳に達する日以降の最初の
３月31日までの間にあるひと
り親家庭の児童及びその児童を
扶養している父または母、また
は父母に代わってその児童を養
育している方に医療費を助成し
ます。未就学児については、医
療費の窓口無料化を実施してい
ます。

登録
者数

1,528 1,500 人

左記受給者に医療費を助成
しました。また、年度更新
にあたり、制度の案内を広
報伊賀市及びHP上で周知
しました。

医療費の助成により、受給
者の福祉増進と経済的な負
担軽減が図られました。

1,450 1,500

138 52

ひとり親家庭
の保育所(園)
への優先入所
の推進

保育幼
稚園課

�ひとり親家庭の就労や求職活動
を支援するため、優先的な入所
に取り組みます。

保育所
（園）の
ひとり親
世帯児童

数

230 200 人

入所調整において加点する
など優先的な入所に取り組
みました。

ひとり親家庭の子育てを支
援するため、継続して取り
組みます。 213 200

139 52

ひとり親家庭
の放課後児童
クラブの優先
利用の推進

こども
未来課

�ひとり親家庭が地域のなかで安
心して子育てと就労との両立が
図れるよう、利用料の減免を行
い、優先利用ができるよう取り
組みます。

対象
者数

35 40 人

一人親家庭等医療費助成受
給世帯に対し、利用料金の
減免を行い、より放課後児
童クラブを利用し易い体制
を整えました。

継続して取り組みます。

60 60

140 52

ひとり親家庭
の公営住宅の
入居への優先
資格制度の充
実

住宅課

�ひとり親家庭（母子）の生活支
援として、公営住宅入居の優先
入居制度を活用するよう情報提
供し、周知を図ります。

抽選
会実
施回
数

2 2 回

市営住宅の入居者募集時
に、ひとり親家庭（母子）
の優先居住宅を設定し、広
報いが市、ケーブルテレビ
文字放送を通じて情報提供
を行いました。

母子世帯における優先入居
枠での申込みはありません
でしたが、今後も子育て支
援の充実を図るため、１月
募集時にもう１度優先入居
による募集を行います。

2
31年までの
累計〔７〕

141 52

ひとり親家庭
の公営住宅の
入居への優先
資格制度の充
実

こども
未来課

�ひとり親家庭の生活支援とし
て、公営住宅入居の優先資格制
度の情報提供と、申請に必要な
ひとり親であることの証明書を
発行します。

発行
数

0 10 件

ひとり親家庭の自立支援の
一環として、市営及び県営
住宅の入居を希望される方
へ入居の優先資格制度の案
内と入居申請時に必要な
「母子世帯証明書」を発行
しています。

生活支援の一環として証明
発行しています。

8 15

142 52

母子・父子寡
婦福祉資金貸
付金制度の充

実
こども
未来課

�母子・父子家庭や寡婦の経済的
自立や子どもの福祉を図るた
め、低利または無利子での各種
資金の貸付について、母子・父
子家庭や寡婦に周知を図りま
す。

貸付
件数

4 5 件

貸付制度についてのチラシ
を作成して、母子家庭及び
寡婦世帯に周知しました。
就学支度資金
1件　　590,000円
就学資金
2件　6,768,000円
転宅資金
1件　　229,000円

ひとり親家庭の経済的自立
に寄与した。今後も継続し
て取り組みます。

6 5

143 52

児童扶養手当
支給事業《再
掲》 こども

未来課

�ひとり親家庭の生活の安定と自
立を経済的な面から支援し、児
童の福祉の増進を図ることを目
的に、児童扶養手当を支給しま
す。

支給
者数

594 600 人

ひとり親家庭等に安定した
生活を送れるよう経済的
な、面から支援を行いまし
た。

ひとり親家庭の生活の安定
と自立を助け、児童福祉の
増進を図る。 584 650
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144 53

関係機関の連
携による子育
て支援ネット
ワークの構築

こども
未来課

�子育て家庭に対して、きめ細や
かなサービスや情報の提供が行
えるよう民間の協力を得たリー
フレットの配付や配置、市ホー
ムページの充実に努めます。

ﾘｰﾌﾚｯ
ﾄ配付
枚数

1,000 1,000 部

子育て家庭に対して、きめ
細やかなサービスや情報の
提供が行えるよう各種子育
て、子育ちに関する情報誌
を市内小児科等に配置しま
した。

今後も継続して取り組みま
す。

1,000 1,000

145 53

地域子育て支
援 拠 点 事 業
（子育て支援
セ ン タ ー ）
（再掲）

こども
未来課

�乳幼児及びその保護者が相互の
交流を行う場所を開設し、子育
てについての相談、情報の提
供、助言などの援助を行いま
す。
子育て包括支援センター１箇所
子育て支援センター　７箇所

月当
たり
延べ
利用
回数

3,057 4,157 回

子育て支援センターで情報
誌等を発行し、情報提供を
行いました。地域子育て支
援センター等の子育て家庭
が集まる場を利用し子育て
経験者が子育て世代に対し
て家庭教育に関する指導、
助言を行ったり、相談に
乗ったりする機会の提供に
努めました。内容によって
は、健康推進課や家庭児童
相談員へつなげました.。

子育て支援センターで情報
誌を発行し、情報提供を行
いました。子育て支援事業
の中で、専門的な知識を
持った講師から家庭保育な
どに関して助言し、相談の
内容によっては、専門機関
へ繋ぎました。

2,728 4,073

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

146 53

子育て包括支
援センター事
業（再掲）

こども
未来課

�子育て支援に関する中核施設と
して次の事業を行います。
①市内の子育て支援施設のネッ
トワーク化を図るための会議を
行います。②子育てサークルの
指導・育成、連携に努めます。
③子育て支援講演会等の各事業
を実施します。

回数
① ２
② １
③ ３

①３
②１
③１

回

①市内子育て支援センター
との情報共有を行いまし
た。②地域で子育て家庭を
見守っていただける子育ち
マイスターの養成講座を三
重県と共催で開催しまし
た。③男性の子育て支援へ
の参画を推進するファミ
リースマイルアップ講座を
開催しました。

市内の各支援センター、子
育てサークルとの連携や地
域での子育てサポーターの
養成講座などを子育て支援
の中核施設として実施でき
た。③市内高等学校と連携
して講演会を開催したり、
一般公募したりと男性の子
育て支援参画を推進でき
た。

① 4
② 0
③ 1

①　４
②　４
③　２

147 53

児童館事業の
充実（こども
夏祭り�）

しろな
み児童
館

小学生と異年齢の保育所(園)、
幼稚園の園児、就学前親子など
が交流を持ち、親睦を深めるこ
とで、地域のつながりを強くし
ます。

参加
者数

132 150 人

交流事業として、地区文化
祭やこども夏祭りの際に地
域の異年齢児童と触れ合う
機会を持ちました。

児童が主体となり、就学前
児童、中学生、地域住民な
どと交流を深めることがで
きました。

127 180

148 53

児童館事業の
充実（地区学
習会）

しろな
み児童
館

差別を解消する生き方を身に付
けるために、人権・部落問題学
習を進めます。 回数 182 180 回

自分たちの住んでいる地域
のこと、友達との関係など
生活上での課題について学
習を進めました。

地域や友達などへの興味が
深まり、大切さの実感が深
まりました。 112 180

149 53

児童館事業の
充実（卓球教
室）

しろな
み児童
館

教室の減少により、平成29年
度をもって教室は終了。

回数 41 ― 回

週1回講師による、卓球教
室を実施しました。

個々の課題を持って、卓球
に真剣に取組むことで、健
全育成を図りました。 ― ―

平成29年
度で終了

3
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150 53

子 育 て 支 援
サークルの活
動支援 こども

未来課

�子育て支援サークル活動の活発
化を図るため、活動場所や活動
に必要な情報提供等を行いま
す。 回数 99 120 回

子育て支援センターで子育
て支援サークル活動の活発
化を図るため、活動場所や
活動に必要な情報提供等を
行いました。随時相談を受
けました。

子育てサークルに活動場所
の提供や必要な情報提供を
しました。今後も継続して
取り組みます。

120 120

151 53

保育所(園)、
幼稚園の行事
や地域の行事
を通じた園児
と高齢者との
交流推進

保育幼
稚園課

�子どもの豊かな心や思いやりの
心が育つよう高齢者との交流を
行います。

箇所
数

31 30
所

(園)

保育所（園）の行事に招待
したり、積極的に地域の行
事に参加し高齢者との交流
を行いました。

子どもの豊かな心や思いや
りの心が育ち、高齢者との
交流を深めることができま
した。今後も交流を計画し
ていきます。 30 30

152 54

地域住民と子
どもや子育て
家庭との交流
の機会づくり 保育幼

稚園課

�保育所(園)において地域のボラ
ンティアと交流を行います。

箇所
数

31 30
所

(園)

保育所（園）に地域で活動
しているボランティアにき
てもらい交流しました。

地域のボランティアとの交
流を深めることができまし
た。今後も交流を計画して
いきます。

30 30

153 54

地域住民と子
どもや子育て
家庭との交流
の機会づくり

学校教
育課

幼稚園において、民生委員・児
童委員、主任児童委員や地域の
ボランティアと交流を行いま
す。

実施
回数

2 2 回

元民生委員・児童委員の方
を評議員にお願いし、何度
か幼稚園に足を運んでいた
だくようにしました。

評議員として来園の機会を
つくることにより、地域の
方の生の声を聴くことがで
きました。 3 2

154 54

子どもの育成
団体への支援

生涯学
習課

家庭・地域・学校などが連携し
て青少年健全育成地域活動支援
事業の助成を行い、青少年の健
全育成活動を推進します。

青少年
健全育
成地域
活動支
援団体

数

3 3

実
施
団
体
数

昨年度からの継続2団体、
新規1団体が、青少年健全
育成地域活動支援事業を実
施しました。

各地区において、地域独自
の特色を生かした事業に取
り組むことができていま
す。但し、年間で１事業の
みの実施団体もあり、助成
条件の見直しが必要です。

3
31年までの
累計〔15〕
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155 55

青 少 年 セ ン
ターにおける
補導活動の充
実

生涯学
習課

�青少年の健全育成運動を推進
し、地域社会全体で青少年の健
やかな育成に努めるため、街頭
補導の充実を図るとともに、学
校や各活動団体との情報交換を
推進します。

巡回
補導
活動
回数

315 310 回

関係機関の協力を得て、計
画通り随時街頭補導活動を
行いました。

随時のパトロールの他、不
審者情報の通報時には、パ
トロール要請に応じ児童の
安全確保に努めました。不
審者情報が増加している現
状において、ボランティア
でパトロールに協力いただ
いている人材の確保が必要
です。

240 310

156 55

有害環境の点
検パトロール
の実施

生涯学
習課

�青少年の健全育成のため、立入
調査員による有害図書などのパ
トロールを実施します。街頭啓
発を実施し、市民の協力を得
て、有害環境の浄化・改善を推
進します。

回数 9 12 回

立入調査員の協力を得て、
随時店舗等への立入調査を
実施しました。

任命立入調査員研修会へ参
加し、立入調査に必要な知
識の習得に努めました。有
害環境から青少年を守り育
てるための取組を地域社会
全体で一層推進していく必
要があります。

9 12

157 56

伊賀市のなか
での地域間交
流の推進

生涯学
習課

�家庭・地域・学校などが連携し
て、伊賀市の一体化した団体と
して青少年育成活動を推進しま
す。青少年健全育成事業や家庭
教育講演会において、児童の交
流を促進します。

回数 2 1 回

社会教育委員との共催で家
庭教育事業「第10回ファ
ミリーフェスタ」を平成３
１年２月３日（日）に開催
します。
また、平成30年度伊賀地
区こどもわかもの育成支援
のための支部研修会とし
て、「そっとやさしく～こ
どもたちをひとりにさせな
い～」を１２月８日（土）
に開催し、歌や語りを通し
て子どもの自尊感情や接し
方について理解を深めまし
た。

「いがファミリーフェス
タ」では保護者と子どもが
参加できる内容にし、例年
参加者からは好評ですが、
もっと多くの親子が参加し
やすい工夫をする必要があ
ります。
地域において、人と人との
つながりが希薄化する中、
各々の団体が自発的・主体
的な活動を展開していくよ
う働きかける必要がありま
す。

1 1

158 56

伊賀市のなか
での地域間交
流の推進

スポー
ツ振興
課

青少年健全育成事業やスポーツ
少年団活動を通して児童の交流
を促進します。

ス
ポー
ツ少
年団
交流
事業
数

5 6  回

○スポーツ少年団種目交流
会を実施（サッカー、バ
レーボール、野球）しまし
た。
○スポーツ少年団団員交流
会を実施（スポーツ少年大
会）しました。１月にミニ
駅伝大会、２月にスケート
交流会を実施しました。
○定住自立圏共生ビジョン
事業でミニ駅伝大会で交流
事業を実施しました。

スポーツ少年団団員相互の
親睦が図れました。
課題としては、団員数が減
少しており、交流会等への
参加団数が減少していま
す。

6 7
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159 56

ジュニアリー
ダーの育成・
活用

スポー
ツ振興
課

スポーツ少年団のリーダーとし
ての役割の理解や資質の向上を
図り，将来のスポーツ少年団指
導者を育成するため、スポーツ
少年団リーダーの養成に組織的
に取り組みます。

ジュ
ニア
リー
ダー
数

0 1
　
人

ジュニアリーダーの募集を
したところ３名の応募があ
りました。

今年度、ドイツとの交流事
業の受け入れを実施し、ド
イツへの派遣条件にはジュ
ニアリーダーへの加盟が必
要なことから応募があった
が、ジュニアリーダーが活
躍する場が少ないことが課
題である。

3 3

160 56

小学生・中学
生の活動の場
づくり 教育総

務課

多くの地域住民や児童・生徒が
身近にスポーツが楽しめるよう
市内全小中学校の体育館・グラ
ウンド等を開放します。

開放施設
数

31 31 校

学校施設の使用に関する規
則等に基づき、市内小中学
校の体育館・グラウンド等
を開放しました。

社会人や子どもの校外活動
において、活動の場を提供
しています。 31 31

161 56

子どもの活動
を支援する団
体の育成・支
援

スポー
ツ振興
課

少子化が進むなか、子どもの野
外・文化・社会活動などを通じ
て協調性や創造性を養うことを
目的とし、青少年の健全育成の
ためスポーツ少年団への加入を
促進します。

小学生数
に対する
加入割合

24 29 ％

スポーツ少年団への加入促
進のため、全小学校児童に
各交流大会の結果をはじめ
少年団の取り組みについて
のパンフレットを配布しま
した。。

残念ながら前年度より団員
数が減少しました。少子化
の中で、子どものスポーツ
活動が多様化しており、団
活動のないスポーツクラブ
においてスポーツを実施し
ています。このようなクラ
ブをいかにして少年団に登
録いただくかが課題です。

21 40

162 56

自然環境を生
かした遊び場
の整備

都市計
画課

子どもからお年寄りまで誰もが
気軽に運動でき、新たなスポー
ツレクリエーション活動等への
対応ができる運動公園としてし
らさぎ運動公園整備事業を実施
します。（平成28年度完了、
平成29年4月から全面供用を開
始）

事業
進捗
率

― ― ％

�子どもからお年寄りまで誰
もが気軽に運動でき、新た
なスポーツレクリエーショ
ン活動等への対応ができる
運動公園として、しらさぎ
運動公園整備事業のＨ28
年度施設完成を目指し工事
を進めました。

全面オープンに伴い、子ど
も達が遊べる広大な芝生広
場がご利用になれます。

― ― ― ―
平成28年
度完了
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4.仕事と生活の調和

163 57

企業（職場）
の理解を促進
する情報提供
の充実 商工労

働課

企業訪問等により人事担当者な
どと面談を行いワーク・ライ
フ・バランスについて啓発を実
施します。

企業
訪問
数

280 285
箇
所

企業・事業所に対し、訪問
並びに文書による聴き取り
調査を実施し啓発を行いま
した。あわせて、伊賀市人
権学習企業等連絡会への加
入を促進しました。

ワーク・ライフ・バランス
についての啓発を、伊賀市
人権学習企業等連絡会の会
員に対してや、企業訪問等
で実施し、よりよい職場環
境の形成を促進しました。

273 290

164 57

働き方の見直
しに関する労
働者の意識啓
発の推進 商工労

働課

労働者向けのセミナーなどの開
催について検討します。

会議
回数

1 1 回

労働者向けのセミナーなど
の開催を検討し、経営者や
管理職等を対象とした「イ
クボス講座」を11月に開
催しました。

経営者や管理職等を対象に
したイクボス講座等で働き
方の見直しを啓発すること
により、従業員が安心して
働き続けられる職場環境の
形成を促進しました。

1 1

165 57

子育てを支援
する各種制度
の情報提供の
推進

健康推
進課

妊娠・出産時から子育て支援情
報を提供するため、母子健康手
帳の交付時とこんにちは赤ちゃ
ん訪問時に「母子保健事業のご
案内」を配布します。

配布
数

602 600 部

�妊娠・出産時から子育て支
援情報を提供するため、母
子健康手帳の交付時とこん
にちは赤ちゃん訪問時に
「母子保健事業のご案内」
を配布しました。

こんにちは赤ちゃん訪問時
に、本人の状況に合わせた
制度等の説明を行なうよう
にしています。 439 600

166 58

労働時間の短
縮

商工労
働課

すべての労働者が職業生活や家
庭生活及び地域活動にともに参
加できるよう、事業所に対して
労働時間短縮に向けた啓発を実
施します。

企業
訪問
数

280 285 件

企業・事業所に対し、訪問
並びに文書による聴き取り
調査を実施し啓発を行いま
した。あわせて、伊賀市人
権学習企業等連絡会への加
入を促進しました。

労働時間短縮に向けた啓発
を、伊賀市人権学習企業等
連絡会の会員に対してや、
企業訪問等で実施し、労働
者の職業生活や家庭生活及
び地域活動の充実を図りま
した。

273 290

167 58

育児休業制度
の普及

商工労
働課

育児休業制度の定着を図り、利
用しやすい環境づくりを企業と
ともに進めます。 企業

訪問
数

280 285 件

企業・事業所に対し、訪問
並びに文書による聴き取り
調査を実施し啓発を行いま
した。あわせて、伊賀市人
権学習企業等連絡会への加
入を促進しました。

育児休業制度の定着につい
ての啓発を、伊賀市人権学
習企業等連絡会の会員に対
してや、企業訪問等で実施
し、制度を利用しやすい職
場環境の形成を促進しまし
た。

273 290

168 58

就労支援事業
の促進

商工労
働課

�働く意欲がありながらさまざま
な就労阻害要因を抱えるため、
就労が実現できない就職困難を
対象に、職業相談員による相談
を通じ、求人情報の提供や職業
訓練への誘導などの支援を関係
機関と連携し実施します。

巡回
数

206 180 回

職業相談員による巡回相談
を実施しました。

関係機関と連携し求人情報
の提供や職業訓練への誘導
などの支援を行い就労阻害
要因の解決を促しました。

142 180

②
子
育
て
し
や
す
い
就
労
環
境
の
整
備

①
ワ
ー

ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

4
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家
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169 58

男女共同参画
フォーラムの
開催

人権政
策課

男女共同参画社会実現に向け、
フォーラム開催時に男性の子育
てへの参画を啓発します。

参加
者数

367 280 人

男女共同参画社会実現に向
け、「さあ、改革！『自
ら』考え方　ハタラキカタ
生き方」をテーマにフォー
ラムを開催しました。
「女性も男性もいきいきと
暮らせる社会をめざして、
自身の考え方、働き方、生
き方をじっくり見つめ、新
しい一歩を踏み出そう」と
いうメッセージを込めまし
た。
三重の元祖イクボスである
万協製薬（株）の松浦社長
を講師に迎え、自身の考え
方、働き方、生き方につい
て考える機会を提供するこ
とができました。

オープニングで高校生に出
演してもらい、その後の講
演会に席を用意し、若い世
代の参加につなげました。
若い世代にも男女共同参画
社会実現に向けた意識啓発
ができました。さらに、若
い世代の参加者を増やすた
めの、効果的なフォーラム
構成にすることが課題で
す。

363 280

170 58

男女共同参画
センター情報
紙 「 き ら き
ら」等を通じ
た意識啓発の
推進

人権政
策課

年４回発行の男女共同参画セン
ター情報紙「きらきら」等を通
じ、家庭や子育てにおいて男女
がともに参画することの重要性
の理解を深めます。

発行
回数

4 4 回

男女共同参画に関する内容
のコラムや、市実施の講座
事業について、取り上げま
した。

事業実施後のレポート、ま
たコラムを掲載すること
で、より身近なこととし
て、たくさんの方に男女共
同参画について理解を深め
る機会になりました。

3 4

171 58

男性講座や出
前講座の開催

人権政
策課

�平成２９年度から、３年間で４
５人を目標に、「みんなを活か
す男性リーダー養成連続講座」
を開催します。

また、男性講座や出前講座を
実施し、男性が育児に関する知
識を学習する機会を提供しま
す。

回数 4 4 回

女性の活躍を応援できる男
性を増やすべく「みんなを
活かす男性リーダー養成連
続講座」を開催しました。
また育児男子講座として、
「ママとパパのための防災
教室」や「おとこの料理教
室」を開催し、男性が子ど
もとよりよいコミュニケー
ションをはかり、家事に参
画する機会を提供しまし
た。

防災教室については、いざ
と言うときに実践できる内
容でした、普段の生活で、
男性が家庭のなかでさらに
育児や家事に関わるきっか
けとなったと考えます。

3 4

172 58

男性講座や出
前講座の開催

健康推
進課

男性講座や出前講座を実施し、
男性が育児に関する知識を学習
する機会を提供します。

ｳｴﾙｶﾑ
ﾍﾞﾋﾞｰ
教室
夫の
参加
数

56 60 人

実習等の体験を通じ親にな
ることを少しずつ実感して
してもらうと共に、母親を
サポートすることで母子に
よい効果があることを伝え
ました。

夫婦で参加するケースが９
割で、教室の前半は緊張気
味の夫も後半は楽しそうに
実習をしていました。 39 60

③
男
女
共
同
参
画
に
よ
る
子
育
て
の
推
進
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173 58

ウェルカムベ
ビー教室（両
親学級）《再
掲》

健康推
進課

妊婦とその夫や家族を対象に、
妊娠・出産に関する講話や妊婦
体験、沐浴、心音聴取などの体
験と情報交換の場、仲間づくり
を目的として、土・日曜日に教
室を開催します。妊娠中の生
活、出産や育児について理解を
深め、夫や家族の協力を得るこ
とで家族が育児に積極的にかか
われるよう支援を行います。

参加
者数

128 120 人

妊婦とその家族に対し、赤
ちゃんのいる生活の話と妊
婦体験、沐浴実習と予定日
の近いグループで懇談を行
いました。

妊婦とその家族を対象とす
るため、夫や家族との参加
が増えています。実習を主
体にするため定員を設けて
おり、希望者が全て参加で
きない回もありました。 79 120

174 58

結婚サポート
事業

こども
未来課

結婚を希望する人やその家族を
対象としたセミナーの開催、結
婚活動を推進する事業実施団体
に事業費の一部を助成します。

開催
数

11 10 回

結婚活動を推進する事業実
施団体（4団体6事業）に
対し、事業費の一部を助成
しました。

関係団体との協働と結婚支
援の取り組みの検証が必要
となります。

6 4
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計画の目標値等

175

計
画
の
目
標
値
等

61・62

①1号・2号
認定【３～５
歳】

保育幼
稚園課

３～５歳児で保育の必要性がな
い 子 ど も （ 主 に 、 専 業 主 婦
（夫）または短時間のパートタ
イム労働の家庭など）に対し、
就学前の教育を実施します。

幼稚
園就
園者
数

301 302 人

12月１日現在の就園者数
は、公立幼稚園135人、私
立幼稚園95人、私立認定
こども園44人でした（他
市の児童を除く）。

就園した児童に就学前教育
を実施しています。

274 290

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

176 63

② ２ 号 認 定
【３～５歳】

保育幼
稚園課

３～５歳児で保育の必要な子ど
も（主に、両親が共働きまたは
長時間のパートタイム就労な
ど）に対し、保育を実施しま
す。 入所

者数
1,698 1,650 人

12月１日現在の入所
（園）者数は、公立保育所
768人、私立保育所880
人、私立認定こども園28
人でした（他市の児童を除
く）。

入所（園）した児童に保育
を実施しています。

1,676 1,583

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

177 64

③ -1 ３ 号 認
定【０歳児】

保育幼
稚園課

０歳児で保育の必要な子ども
（主に、両親が共働きまたは長
時間のパートタイム就労など）
に対し、保育を実施します。

入所
者数

186 183 人

12月１日現在の入所
（園）者数は、公立保育所
75人、私立保育所87人、
私立認定こども園3人でし
た（他市の児童を除く）。

入所（園）した児童に保育
を実施しています。
保育士の確保など受入れ体
制の充実が課題です。 165 178

178 65

③-２３号認
定【１・２歳
児】

保育幼
稚園課

１・２歳児で保育の必要な子ど
も（主に、両親が共働きまたは
長時間のパートタイム就労な
ど）に対し、保育を実施しま
す。

入所
者数

709 730 人

12月１日現在の入所
（園）者数は、公立保育所
335人、私立保育所368
人、私立認定こども園15
人でした（他市の児童及び
伊賀市児童の他市への短期
委託を除く）。

入所（園）した児童に保育
を実施しています。
保育士の確保など受入れ体
制の充実が課題です。 718 717

２
・
幼
児
期
の
学
校
教
育
・
保
育
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179 67

①時間外保育
事業（延長保
育事業）
（再掲） 保育幼

稚園課

11時間の開所時間を超えて保
育を実施します。

利用
者数

19 121 人

公立保育所（園）９か所、
私立保育所（園）８か所の
計１７か所で実施しました
（延利用者数は2,865
人）。

保護者の多様な就労形態の
ニーズに応え、子育て世帯
を支援しています。目標値
との乖離が大きく、次回計
画策定時に目標値の設定方
法等を検討する必要があり
ます。

19 118

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

180 68

②放課後児童
健全育成事業
（再掲）

こども
未来課

共働き家庭が増えるなか、昼間
保護者がいない児童の健全育成
を図るため、適切な遊びや生活
の場を与え、希望する子どもが
利用できるよう、待機児童の解
消策や未設置地区についての設
置検討を行います。
新たな設置を進めていくため、
学校施設等の活用を検討します

利用
者数

低学年
637

高学年
  76

低学年
675

高学年
75

人

未設置校区（長田小）の保
護者からの要望に応えるた
め、学校統合までの間の受
入れ先について検討し、次
年度から近隣児童クラブへ
の受入れができるよう送迎
等の準備を整えました。

利用希望者は年々増加（特
に夏休み）し、未設置校区
への設置に向けた協議、大
規模小学校区の高学年の受
入拡大等、利用ニーズに応
じた対応を検討していく必
要があります。

低学年
645

高学年
93

低学年
710

高学年
80

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

181 69

③子育て短期
支 援 事 業
（ショートス
テイ）
（再掲）

こども
未来課

保護者の病気などの理由によ
り、養育が一時的に困難となっ
た場合や緊急一時的に保護を必
要とする場合に、児童養護施設
などで子どもを一時的に養育ま
たは保護します。

指標
化で
きな
い

3 ― 日

家庭で子どもを養育するこ
とが一時的に困難となった
場合、児童養護施設におい
て一定期間、子どもを養育
又は保護し、子ども及びそ
の家庭の福祉向上を図りま
した。

家庭のニーズにあわせて預
かり期間、場所等の調整を
実施し、その家庭が抱える
課題へ適切に対応しまし
た。 17 14

該当が
あった場
合にはす
べて対応
していま
す。

182 70

④地域子育て
支援拠点事業
（子育て支援
セ ン タ ー ）
（再掲）

こども
未来課

�乳幼児及びその保護者が相互の
交流を行う場所を開設し、子育
てについての相談、情報の提
供、助言などの援助を行いま
す。
子育て包括支援センター１箇所
子育て支援センター　７箇所

月当
たり
延べ
利用
回数

3,057 4,157 回

子育て支援センターで情報
誌等を発行し、情報提供を
行いました。地域子育て支
援センター等の子育て家庭
が集まる場を利用し子育て
経験者が子育て世代に対し
て家庭教育に関する指導、
助言を行ったり、相談に
乗ったりする機会の提供に
努めました。内容によって
は、健康推進課や家庭児童
相談員へつなげました.。

子育て支援センターで情報
誌を発行し、情報提供を行
いました。子育て支援事業
の中で、専門的な知識を
持った講師から家庭保育な
どに関して助言し、相談の
内容によっては、専門機関
へ繋ぎました。

2,728 4,073

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

183 71

⑤-１一時預かり
事業（幼稚園にお
ける在園児を対象
と し た 一 時 預か
り）（再掲）

保育幼
稚園課

幼稚園在園児の保護者の就労時
間等の都合によって、降園時間
後も引き続き預かります。

延利
用者
数

8,353 4,033 人

幼稚園及び認定こども園に
おいて、在園児の保護者の
申出によって、降園時間後
も引き続き預かり保育を実
施しました。

保護者のニーズに応え、子
育て世帯を支援していま
す。

6,113 3,923

３
・
地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
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業
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184 72

⑤-２幼稚園以
外での一時預か
り事業（ファミ
リ ー ・ サ ポ ー
ト・センター事
業含む）

保育幼
稚園課
こども
未来課

家庭において保育を受けること
が一時的に困難となった子ども
を一時的に預かります。 延利

用者
数

3,865 12,461 人

ハイトピア伊賀４階の子育
て包括支援センター内に事
務所を移転し、直営で実施
しています。

子育て支援と一体的な運営
が可能となったことから、
相談に結びつくケースが増
えています。今後、実績を
見た上で、実態に即した目
標値を検討する必要があり
ます。

2,356 12,178

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

185 73

⑥病児・病後
児保育事業
（再掲） こども

未来課

保護者の就労等の都合により、
病気の回復期にある集団保育を
受けることが困難な子どもを、
専用施設で一時的に預かり安静
を確保し保育します。

延利
用者
数

236 730 人

市内の小児科医や保育所
（園）等へチラシ等を配付
し、周知に努めました。

受入れ体制を整えるため、
専門職のスタッフ確保に努
めました。なお、利用状況
に照らし、目標値の見直し
が必要です。

118 730

意向調査か
ら導いた目
標値と現状
数値との隔
たりが大き
い。

186 74

⑦ フ ァ ミ
リー・サポー
ト・センター
事 業 （ 就 学
児）

こども
未来課

家庭において子どもの世話が一
時的に困難となった小学生を一
時的に預かります。

延利
用者
数

8 8 人

家庭において子どものお世
話が一時的に困難となった
小学生を一時的に預かりま
した。

継続して実施します。

8 8

187 75

⑧利用者支援
事業
（再掲） 健康推

進課

新制度で新たに創設された事業
で、教育・保育施設や地域子ど
も・子育て支援事業を円滑に利
用できるよう、情報提供や相
談、助言等を行います。

箇所
数

1 1
箇
所

妊娠中からの切れ目のない
支援システム整備行い、
ケースの支援計画作成と関
係機関との調整を行いまし
た。

子育てへの切れ目のない支
援が必要であるため、継続
して取り組みます。

1 1

188 76

⑨乳児家庭全
戸 訪 問 事 業
（こんにちは
赤 ち ゃ ん 事
業）
（再掲）

健康推
進課

生後４か月までの乳児がいる家
庭を、助産婦または保健師が訪
問し、子育てに関する相談や支
援が必要な人への、適切なサー
ビスの提供に繋げていきます。

訪問
件数

595 600 件

生後４か月児までの乳児の
家庭を対象に、全戸を対象
に訪問しました。地区担当
の保健師や助産師が訪問し
身体計測や育児に関する相
談を受けます。育児の環境
などの確認も行ないまし
た。（訪問率98％）

訪問できない家庭の８割が
外国人の家庭であり、通訳
に連絡をしてもらっている
が難しい状況です。

431 580
出生に対
する訪問
率98％

189 77

⑩養育支援訪
問 事 業 《 再
掲》

健康推
進課

こんにちは赤ちゃん訪問で継続
支援が必要と思われる家庭をは
じめ、虐待の疑われる家庭やハ
イリスク家庭への保健師等によ
る家庭訪問を実施します。ま
た、各機関の連携をより深め、
情報の共有を徹底していきま
す。

延訪
問件
数

183 110 件

継続支援が必要なケースに
対し、訪問を実施しまし
た。必要に応じ各機関と連
携し、情報共有を徹底しま
した。

背景が複雑なケースが増え
ており、他機関との連携が
必要です。

108 100

意向調査
から導い
た目標値
と現状数
値との隔
たりが大
きい。

190 78

⑪妊婦健康診
査
（再掲） 健康推

進課

安心して妊娠、出産ができるよ
う妊婦健康診査にかかる費用を
助成することにより、妊婦の健
康管理の充実を図ります。

受診
者数

6,492 7,000 件

14回分の健診費用助成を
しました。

安心安全な出産のため、継
続して取り組みます。

4,715 7,200

３
・
地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業

計
画
の
目
標
値
等
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